
 

 

 

 

 

Ⅲ 鎌倉行政経営戦略プラン アクションプログラムシート 

 

C11P001
テキストボックス
(No.1～No.50)



18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

・各事務事業の指標を９０％設定し、目標管理を行
う。
・決算及び予算編成との連携を図る。
・事務事業評価システムの導入について検討する。

平成17年度実施の336全事務事業の評価を
実施した。予算・決算との連携を図るため、
評価単位をザイムスの中事業単位に統一し
た。

事務事業への
指標設定率

７１％ ７２％ ７３％ ７４％

・各事務事業の指標を100％設定し、目標管理
を行う。
・事務事業評価結果の活用について職員意識
の向上を図る。
・事務事業評価システムについて調査し、導入
の必要性も含めて検討する。

・平成18年度実施の全344事務事業の評価
を実施した。
・決算との連携のため、施策の成果報告書と
事務事業評価シートの一体化を図った。
・事務事業に含まれる個別事業に対する評
価を実施した。

100%事務事業への
指標設定率

80%
(21年度修正）

実績値(効果額等) H18～H22合計
５８％

目  標 取   組

・決算及び予算編成との連携を図る
・都市経営のツールとして活用できる事務事業
の評価を実施する。
・市民にわかりやすく、成果につながる事務事
業の評価を実施する。

・予算決算と連携をとるために評価の単位を
財務会計システムの中事業単位に統一し
た。
・評価シートに定性的な指標を取り入れ、ま
た、妥当性に関する評価を実施した。
・客観的な基準や成果指標から妥当性、有
効性、効率性などの評価を目指し、評価シー
トの記載内容について、工夫を重ねてきた。

・事務事業の指標の１００％設定を目指し、目標
管理を徹底する。
・事務事業に含まれる個別事業に対する評価を
実施し、廃止・見直し等の成果を把握する。
・事務事業評価を都市経営のツールとして活用
できるように意識付けをする。

・平成19年度実施の全341事務事業の評価
を実施した。
・事務事業に含まれる個別事業の変更点の
把握を行った。
・事業仕分けの視点を取り入れた妥当性の
評価を行った。
・定性的な指標の取り入れ、事務事業の成
果の記載について説明した。
・評価シートの標準化について説明し、さらに
評価シートのチェックを実施した。

・執行管理としての事務事業評価を推進する。
・事務事業の指標設定率の目標を80%とする。
（理由：事務事業の中には指標の設定になじま
ないものがあるため、実態に則した目標値に変
更する。）
・事務事業評価システムの導入については、評
価のあり方を含め、導入のメリット、デメリットを
さらに検討する。（理由：事務事業評価では原課
が評価する際、ＰＤＣＡサイクルを意識しなが
ら、手入力していく方法を取っている。システム
化の導入による効果を見極めることが必要なた
め、検討を継続する。）

・平成20年度実施の全347事務事業の評価
を実施した。
・事務事業に含まれる個別事業の変更点の
把握を行うとともに、事業仕分けの視点を取
り入れた妥当性の評価をの強化をめざした。
・評価シートの標準化について説明し、さらに
経営企画課において評価シートのチェックを
実施した。
・部課長の評価において、完了したものの評
価を加え、5段階とした。
・評価の手法としては手入力の方法を継続し
た。
・行政評価全体の概要版を作成した。

市民にわかりやすく、成果につながる事務事業
の見直しを実施する。
スクラップ･アンド・ビルドを強化する。

・平成22年度実施の352事業（中事業）につ
いて事務事業評価を実施した。
・市民等から中事業よりもより細かい事業単
位での評価の実施が求めらていることを考
慮し、次年度の実施に向けて、中事業を評
価対象としながら、中事業に含まれる小事
業、個別事業をチェック可能な評価シートに
ついて検討した。
・3月に開催した平成23年度行政評価説明会
において、上記の経緯と平成23年度版の新
しい事務事業評価シートについて説明した。

事務事業評価システムの導入
(21年度修正）

目標値(効果額等) H18～H22合計

９０％ １００％ 100% 100%

全事務事業への指標設定
　(21年度修正）

予算策定・決算と評価との連携

目標値

・各事務事業の指標を80％設定し、目標管理を行う。
・予算策定と評価との連携、決算と評価との連携。
・事務事業評価システムの導入を図り、事務事業評価の効率化を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．１

アクション
プログラム

①事務事業評価の推進

担当部名 経営企画部 担当課名 経営企画課
関連

他項目
１成果を重視した行政経営
（3）行政評価によるスクラップ・アンド・ビルドの実施

全事務事業
全事務事業 
の１００％設定 

予算策定 

との連携 決算との連携 予算への反映 

導入検討 

全事務事業 
の８０％設定 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．２

アクション
プログラム

②施策評価の導入

担当部名
１成果を重視した行政経営
（3）行政評価によるスクラップ・アンド・ビルドの実施

経営企画部 担当課名 経営企画課
関連

他項目

目標値

・施策評価の導入（内部評価は全事業課、外部評価は各部1施策以上の実施）

・施策評価をもとに施策を見直しスクラップアンドビルドを実施。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

第２期基本計画策定による事業
体系の見直し

施策内部評価及び外部評価の
実施

目  標 取   組

施策の見直しの実施

目標値(効果額等)

・第２期基本計画に合わせた施策評価体系の
見直しを実施する。
・施策評価を試行する。

第2期基本計画の推進を目的とした施策進
行評価の平成19年度の本格導入に向け、政
策・施策体系の2分野で試行し、同分野につ
いて外部評価を行った。

H18～H22合計

・第２期基本計画における政策・施策体系の評
価可能な全２７分野について評価を行う。
・外部評価については、鎌倉市民評価委員会と
意見交換しながら、効率的効果的な評価を実施
する。

第2期基本計画の推進を目的として、政策・
施策体系の27分野で内部評価を、４分野で
外部評価を行った。

実績値(効果額等) H18～H22合計

・第２期基本計画における政策・施策体系の評
価可能な全27分野について評価を行う。
・外部評価については、鎌倉市民評価委員会と
意見交換しながら、効率的・効果的な評価を実
施する。
・目標管理としての施策進行評価を推進する。

・第２期基本計画の27分野について、評価を
実施した。所管部長が評価を行い、実施計
画の策定において、活用した。
・外部評価についても２７分野を対象とし、情
報交換、意見交換により、評価に取り組ん
だ。
・都市経営をテーマとした職場研修におい
て、職員に対する意識づくりを行った。

・第２期基本計画における政策・施策体系の評
価可能な全２７分野について評価を継続する。
・外部評価については、鎌倉市民評価委員会と
意見交換しながら、効率的・効果的な評価を実
施する。

・第２期基本計画の２７分野について所管部
長が施策進行評価を実施した。
・外部評価においても２７分野について実施
した。
・いずれの評価結果も中期実施計画の策定
において活用した。
・都市経営をテーマとした職員研修におい
て、職員への意識づくりを行った。

・目標管理としての施策進行評価を推進する。 ・内部評価・外部評価ともに評価可能な全27
分野を対象に、評価を行った。
・昨年度外部評価委員より評価方法に関す
る指摘を受けた分野の一部に関して、充実し
た評価が行われた。
・都市経営をテーマとした職場研修におい
て、職員への意識づくりを行った。

・決算・予算との連動を意識した評価を実施す
る。

・内部評価及び外部評価ともに第２期基本計
画の27分野を対象に評価を実施した。
・次年度に向けて、目標管理としての施策進
行評価に加えて、関連する事業の経費が把
握できるよう評価シートの構成について、検
討した。

試行 本格導入 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

関連
他項目

１成果を重視した行政経営
（3）行政評価によるスクラップ・アンド・ビルドの実施

21年度 22年度

　No．３
アクション
プログラム

③政策評価の導入

担当部名 経営企画部 担当課名 経営企画課

目標値
・政策評価の導入
・市民満足度　19年度値＜20年度値＜21年度値＜22年度値

スケジュール 18年度 19年度 20年度

政策評価の目標値に対する実績
値の検証

市民満足度調査の実施

政策評価の検討

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

・政策評価のあり方を検討する。
・市民満足度を含めた目標指標の調査を実施す
る。

政策評価のあり方を施策評価と合わせて検
討し、基本計画の進行管理としては施策進
行評価を試行し、市民満足度調査を実施し
た。

・市民意識調査による市民満足度を把握し、経
年変化を測定する。統計指標・アンケート指標
の実績値についても把握する。
・施策評価との融合を含め、政策評価について
研究する。

・市民意識調査による市民満足度等の調査
を実施し、経年変化を把握した。統計指標・
アンケート指標の実績値についても把握し
た。
・市民意識調査では、「性別」「年齢層」「家族
構成」「居住地域」に視点を置いたクロス集計
結果をまとめた。
・政策評価に関して他都市等の実施状況に
ついて検討した。

・鎌倉市の行政評価の体系を整理しながら、政
策評価のあり方について検討する。
・市民満足度を含めた目標指標の調査を実施す
る。

・基本計画の進行管理としての施策進行評
価として、評価可能な全27分野で評価を行っ
た。

・市民意識調査を継続する中、政策評価のあり
方を検討する。

・市民意識調査による市民満足度等の調査
を実施し、経年変化を把握した。統計指標・
アンケート指標の実績値についても把握し
た。
・市民意識調査では、「性別」「年齢層」「家族
構成」「居住地域」に視点を置いたクロス集計
結果をまとめた。

・市民意識調査の調査項目として市民満足度を
継続して把握する。

・市民意識調査による市民満足度等の調査
を実施し、統計指標・アンケート指標の実績
値から、経年変化を把握した。
・引き続き施策進行評価を実施し、各指標の
動向を踏まえた評価を行った。

・市民意識調査の調査項目として市民満足度を
継続して把握する。

・施策進行評価として、評価可能な全27分野
で評価を行った。
・市民意識調査を実施し、満足度指標・アン
ケート指標と合わせて自由意見欄により市民
の声の聴取に努めた。

実績値(効果額等) H18～H22合計
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

第２期基本計画の進行管理及び
評価及び目標指標の管理、ＷＥ
Ｂ版基本計画のデータ更新

市民意識調査の実施

目標値

　第２期基本計画の「第２章まちづくりの展望」の24分野におけるめざすべきまちの姿及び「第５章計画
の推進」における３つの分野において、目標指標を設定し、数値目標をもとにした進行管理及び評価を、毎
年度実施する。具体的な目標値は、・評価結果を市民に公表するため、毎年度、ＷＥＢ版基本計画の更新を
行う。（２７分野）・目標指標（統計指標・アンケート指標・満足度指標）の管理を行う。（約100
本）・市民意識調査を毎年度実施し、その結果を目標指標とする。（無作為抽出による市民2,000人への郵
送調査）

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づき、計画の進行管理
を行う。

・第２期基本計画の進行管理と、実施計画（ＷＥＢ版）を
活用した進行管理を規定するため、要綱を改正（旧要
綱は廃止）した。
・第2期基本計画の施策進行管理を行うため、基本計画
全27分野を対象とした施策進行評価を実施し、実施計
画の査定等の参考として活用した。
・進行状況を管理・公表するため、第2期基本計画（ＷＥ
Ｂ版）を公開した。

・鎌倉市総合計画進行管理要綱をもとに、計画の進行管理
を行う。

・鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づく計画の進行管
理を行うとともに、第２期基本計画の全27分野を対象に
施策進行外部評価を行い、その結果を実施計画のロー
リングに反映させた。

鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づき、・引き続き、計画
の進行管理を行う。

・鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づく計画の進行管
理を行うとともに、第２期基本計画の全27分野を対象に
施策進行外部評価を行い、その結果を22年度の予算
編成に活用した。

鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づき、・引き続き、計画
の進行管理を行う。

・鎌倉市総合計画進行管理要綱に基づく計画の進行管
理を行うとともに、第２期基本計画の全27分野を対象に
施策進行外部評価を行い、その結果を23年度の予算
編成に活用した。

H18～H22合計

・施策進行評価結果をもとに基本計画の施策を進めるた
め、進行管理を行う。

・施策進行評価結果（要約版）を第２期基本計画（WEB
版）に登載し、施策進行評価との連動を図った。

・進行管理の方法を検討し、試行として評価を実施する。
・第２期基本計画（ＷＥＢ版）を更新する。
・市民意識調査を実施し、目標指標の管理を行う。

・目標指標のうち、アンケート指標・満足度指標を得る
ための市民意識調査を実施した。

実績値(効果額等)

総合計画実施計画進行管理要
綱の改正

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

　No．４

アクション
プログラム

①第２期基本計画の進行管理の導入

担当部名 経営企画部 担当課名 経営企画課
関連

他項目
2新しい公共空間の形成
(4)市民と行政の情報の共有化
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

総人口
170,000人総人口 170,000人

実績値(効果額等) H18～H22合計 総人口
172,820人

総人口
173,263人

総人口
173,439人

総人口
174,164人

総人口
174,354人

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢構成
バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減少にとど
める。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転入促
進と転出抑制をめざす。

・人口動向等に関する調査・研究を行った。
・転出入市民意識調査を実施した。
・職員居住意識調査を実施した。

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢構成
バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減少にとど
める。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転入促
進と転出抑制をめざす。

・人口動向等に関する調査・研究を行った。
・転出入市民意識調査の結果を公表した。
・職員居住意識調査の結果を公表した。

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢
構成バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減
少にとどめる。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転
入促進と転出抑制をめざす

・人口動向等に関する調査・研究を行った。
・転出入市民意識調査を実施した。
・職員居住意識調査を実施した。
・簡易人口推計ソフトによる人口推計を実施
し、検証を行った。
・人口動態、社会構造の変化について研修
等により研究した。

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢構成
バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減少にとど
める。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転入促
進と転出抑制をめざす。

・人口動向に関する調査・研究を継続した。
・現時点での人口の増加要因について検討
した。

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢
構成バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減
少にとどめる。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転
入促進と転出抑制をめざす。

・継続して実績人口の動向に関する調査を
行った。
・平成17年2月の人口推計と実績人口との乖
離について調査・研究した。

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保や年齢
構成バランスに配慮し、総人口をゆるやかな減
少にとどめる。
・若年ファミリー層を中心とした子育て世帯の転
入促進と転出抑制をめざす

・平成２３年度に予定している人口推計の前
捌きとして、簡易人口推計ソフトによる人口
推計を実施し、検証を行った。
・平成22年実施の国勢調査の速報値から、
本市総人口の近年の傾向を検証した。

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計 総人口
172,000人

総人口
171,500人

総人口
171,000人

総人口
170,500人

総人口（10月1日現在）

転出入市民意識調査
市外在住職員意識調査

住宅マスタープラン等の推進

目標値

・次代の鎌倉を支える年少人口の確保に努め、少子高齢化の進行への対応準備を行いつつ年齢
構成バランスに配慮し、ゆるやかな人口減少に留める。
・第２期基本計画終了年度である平成２７年度には、総人口165,000人を見込むが、アクショ
ンプラン最終年度の平成２２年度では、総人口170,000人を見込むものとする。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．５
アクション
プログラム

②人口施策の推進

担当部名 経営企画部 担当課名 経営企画課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．６

アクション
プログラム

③人権施策の充実

担当部名 　市民経済部 担当課名 　人権・男女共同参画課
関連

他項目

目標値

「一人ひとりの基本的人権を尊重し、人種・国籍・性別・出身・障害・年齢・デジタルデバイドなどによ
る差別を受けることなく、誰もが市民として尊重されるまち」を目標としており、市民意識調査におけ
る、人権侵害を受けたことがあるかどうかの設問に対する回答で、「ある」とする回答を平成２１年まで
に１０％以下にする。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

調査を実施。
10%以下に。

 

市民意識調査における、人権侵
害を受けたことがあるかどうかの
設問に対する回答で、「ある」と
する率

啓発事業の
実施

  

目標値(効果額等) H18～H22合計 啓発事業の
実施

調査を実施。
１０％以下に人権侵害を受けた

ことがある率

市民意識調査における、人権侵害を受けたこと
があるかどうかの設問に対する解答で、
「ある」とする率を１０％以下にする。

人権啓発講演及び講座を実施した。
人権意識の向上を目指し、市職員・教員向
け人権講座の実施及び外郭団体等の職員
対象の人権講座を実施するなど、啓発に努
めた。

人権侵害を受けた
ことがある率

一人ひとりの基本的人権が尊重されるまちを目
指し、市民意識調査における、人権侵害を受け
たことがあるかどうかの設問に対する回答で、
「ある」とする回答を１０％以下にする。

市の人権施策の進捗状況の調査と進行管理を
行うとともに、さまざまな啓発活動を通して、人権
について考える機会を提供した。また、各種人権
関係団体と連携し、人権意識の啓発を行った。

市民意識調査における、人権侵害を受けたこと
があるかどうかの設問に対する解答で、
「ある」とする率を１０％以下にする。

人権啓発講演及び講座を実施した。
人権意識の向上を目指し、市民及び市職
員・教員向け人権講座の実施及び民生委員
に対する人権講座を実施するなど、啓発に
努めた。

市民意識調査における、人権侵害を受けたこと
があるかどうかの設問に対する解答で、
「ある」とする率を１０％以下にする。

人権啓発講演会及び講座を実施した。
人権意識の向上を目指し、市職員・教職員
向け人権講座の実施及び精神障害者施設
及び地域作業所の職員を対象に人権出前
講座を実施するなど、啓発に努めた。

市民意識調査における、人権侵害を受けたこと
があるかどうかの設問に対する回答で、「ある」
とする率を
１０％以下にする。

人権意識の向上を目指し、市民及び市職員・教
員・民生委員等、さまざまな人を対象に人権講座
を実施するなど、啓発に努めた。また、人権擁護
委員と協働で、街頭啓発活動や人権相談、人権
メッセージパネル展などの啓発を行った。

目  標 取   組
市民意識調査における、人権侵害を受けたこと
があるかどうかの設問に対する解答で、
「ある」とする率を１０％以下にする。

人権啓発講演及び講座を実施し、また、事
業所における人権向上を目指し、鎌倉郵便
局職員を対象に人権出前講座を実施するな
ど、啓発に努めた。

10.9% 10.8%

10％以下に

実績値(効果額等) H18～H22合計

10.6% 13.2% 10.4%
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．７
アクション
プログラム

④男女共同参画の推進

担当部名 市民経済部 担当課名 人権・男女共同参画課
関連

他項目

2新しい公共空間の形成
(2)市民等との協働による地域経
営

目標値
・平成１８年度に（仮称）男女共同参画推進条例の制定を目指す。
・審議会等における女性の登用率を平成２２年には３０％以上とする。
・性別役割分業意識に対し賛成が４０％以下となることを目指す。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

３０％審議会等における
女性の登用率

審議会等における女性の登用率 推進

（仮称）男女共同参画推進条例
制定

　　　推進

　 30%

「男性は仕事、女性は家庭」とい
う固定的な性別役割分業意識の
解消

啓発の実施
調査を実施。
賛成する率を
４０％以下に。

　　

H18～H22合計

条例制定と条例に基づく施策の展開を計画的に
行うとともに、市民ネットワーク「アンサンブル２１」
と協働で、男女共同参画社会の実現を目指す啓
発事業を行った。

・審議会等への女性委員の参画率を平成22年
度までに30％以上とする。

鎌倉市の審議会等の女性委員の参画率は
24.3 ％

・審議会等への女性委員の参画率を平成22年
度までに30％以上とする。

鎌倉市の審議会等の女性委員の参画率は
27.8％

・審議会等への女性委員の参画率を平成22年
度までに30％以上とする。

鎌倉市の審議会等の女性委員の参画率は
23.2％

２０％ ２７％

目  標

実績値(効果額等)

２４％

・審議会等の女性委員の参画率を30％以上と
する。

H18～H22合計

２２．７％審議会等における
女性の登用率

30%

目標値(効果額等)

取   組
鎌倉市の審議会等の女性委員の参画率は
22.7％

・審議会等への女性委員の参画率を平成２２年
度までに３０％以上とする。

２７．８％ ３１．７％

・審議会等への女性委員の参画率を平成２２年
度までに３０％以上とする。

鎌倉市の審議会等の女性委員の参画率は
31.7％

２３.２％ ２４．３％
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取
組み結果

20歳からの健康手帳導入検討

18.0％
60.0％

13.0％
57.5％

31％
16％異常なしの率(上段40

歳代、下段50歳代)
35％
20％

20歳からの健診（検診キット導
入）

目標値

 ● 検診結果を、本人の生活習慣の改善に活かすためには、生活習慣行動質問票を健診と同時にセット
     し、一人ひとりのデータから総合判定し、個々人に、＜生活習慣改善プログラム＞を提示する。
 ●  20歳～38歳までは、検診キット受診率を25％になるようにする。
 ● 受診者のうち、「異常なし」を、40～49歳（現在29％）を35％に、50～59歳（現在14％）
　  を20％になるようにめざす。

スケジュール 18年度 19年度 20年度

20～38歳（国保加入者及び国保加入者外の女性）
に受診券を送付し、若年期からの生活習慣病予防
のための健診を実施し、その結果から生活習慣の
改善が必要な対象者に保健指導を実施する。

20～38歳の偶数歳の対象者（4月生まれの方～1月生
まれの方)10,278人のうち、19年6月～20年3月までの
間のキット健診受診者は1,336人であった。

異常なしの率

20～38歳（国保加入者及び国保加入者外の女性）
に受診券を送付し、若年期からの生活習慣病予防
のための健診を実施し、その結果から生活習慣の
改善が必要な対象者に保健指導を実施する。

目  標 取   組
20～38歳の偶数歳の対象者（4月生まれの方～1月生
まれの方)11,462人のうち、18年7月～19年3月までの
間のキット健診受診者は1,247人であった。

7.9％
38.8％

9.2％
42.8％

20歳～38歳を対象とした若年層からの生活習慣病
予防のための健診を継続するとともに、受診率の向
上に向けて更なる周知の充実を図った。

20歳～38歳の対象者が集うポリオ予防接種会場や1
歳児歯科検診会場で健診のリーフレットを配布し、健
診の受診率の向上に努めた。
広報にキット健診の結果の記事を掲載したり、ＦＭか
まくらの番組で取り上げてもらったりした。

20～38歳（国保加入者及び国保加入者外の女性）
に受診券を送付し、若年期からの生活習慣病予防
のための健診を実施し、その結果から生活習慣の
改善が必要な対象者に保健指導を実施する。

20～３８歳の偶数歳の対象者12,653人のうち、20年７
月～21年３月までの間のｷｯﾄ健診受診者は1,352人で
あった。

20～38歳（国保加入者及び国保加入者外の女性）
に受診券を送付し、若年期からの生活習慣病予防
のための健診を実施し、その結果から生活習慣の
改善が必要な対象者に保健指導を実施する。

20～３８歳の偶数歳の対象者12,506人のうち、21年７
月～22年3月までの間のｷｯﾄ健診受診者は1,154人で
あった。

20歳～38歳を対象とした若年層からの生活習慣病
予防のための健診を継続するとともに、受診率の向
上に向けて更なる周知の充実を図る。

20～３８歳の偶数歳の対象者12,032人のうち、22年７
月～23年2月までの間のｷｯﾄ健診受診者は952人で
あった。

10.7％
55.4％

実績値(効果額等)
H18～H22合計

33.3％
20.6％

32.1％
19.2％

10.7％
55.4％

目標値(効果額等) H18～H22合計 30％
15％

アクション
プログラム

⑤若年層からの生活習慣病予防事業

担当部名 健康福祉部 担当課名 市民健康課
関連

他項目
1成果を重視した行政経営
(4)市民本意のサービス提供体制の充実

　No．８

21年度 22年度

20年度から、法改正により基本健康診査は廃止。各
医療保険者に特定健診が義務付けられた。そのため、
今後の目標値は上段「キット健診の受診率」下段「異
常なし」の率に目標値を変更。 
 (受診率・異常なしの率は、各年度末で算出している
ため、決算数値が確定されていない） 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．９

関連
他項目

アクション
プログラム

①観光客（市民含む）の満足度を指標にした観光事業の推進

担当部名 市民経済部 担当課名 観光課

アンケートでの指摘に対する対応
（改修場所などの公表）

アンケート結果の公表
（目標値、現状値の公表）

目標値

◆鎌倉に来る前と比べた全体的な満足度
・調査方法：観光課ＷＥＢアンケート、入込み調査アンケートにおいて、満足できたかの問いに「たいへ
ん満足」「やや満足」と答えた人の割合【現状値】５９．２％　→【目標値】８０％
◆事業のサイクル　　　・アンケート結果の公表→修繕などの取り組み→取り組み結果の公表・・・

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

↓目標値は、基本計画の策定により変更

目標値(効果額等) H18～H22合計

・平成２２年度までに、観光客の満足度を８０％
に、市民の「観光に取り組む姿勢」に対する満足
度を９０％にする。

･公衆トイレの建替え及び大規模改修を10ヵ
所で実施。
・観光ルート板138ヵ所中135ヵ所、名所掲示
板52ヵ所中41ヵ所の４ヶ国語表記が終了。
・撮れたて鎌倉などでホームページ上での最
新の情報提供に取り組んだ。
・観光地図について、日本語の他、英語、中
国語、ハングル、スペイン語及びフランス語
版を発行した。

・平成２２年度までに、観光客の満足度を８０％
に、市民の「観光に取り組む姿勢」に対する満足
度を９０％にする。

・観光基本計画に基づき観光振興に取り組んだ。
・進行管理委員会の提言を含めた「鎌倉市の観光事情
＜20年度版＞」を発行した。
・観光振興シンポジュウムを開催した。
・公衆トイレや案内標識の改修を行った。
・HP,パンフレットでの情報提供の充実を図った。

・平成２２年度までに、観光客の満足度を８０％
に、市民の「観光に取り組む姿勢」に対する満足
度を９０％にする。

・観光基本計画に基づき観光振興に取り組んだ。
・進行管理委員会の提言を含めた「鎌倉市の観光事情
＜2１年度版＞」を発行した。
・観光振興シンポジウムを開催した。
・22年度実施予定の案内標識の改修を地域活性化・経
済危機対策臨時交付金を活用し、前倒しで改修を行っ
た。
・HP,外国語パンフレットを地域活性化・経済危機対策
臨時交付金を活用し、22年度と23年度予定分を前倒し
で作成し情報提供の充実を図った。

・平成２２年度までに、観光客の満足度を８０％
に、市民の「観光に取り組む姿勢」に対する満足
度を９０％にする。

・観光基本計画に基づき観光振興に取り組ん
だ。
・進行管理委員会の提言を含めた「鎌倉市の
観光事情＜22年度版＞」を発行した。
・寿福寺公衆トイレの改修及び天園公衆トイ
レの大規模修繕が終了し使用を開始した。
・ふるさと雇用再生特別基金市町村補助金を
活用し、着地型観光商品開発等のための調
査等業務を実施した。

・平成２２年度までに、観光客の満足度を８０％
に、市民の「観光に取り組む姿勢」に対する満足
度を９０％にする。

・観光振興の推進体制の整備を行った。
・公衆トイレ、観光案内施設等の改修を行った。
・パンフレット類の作成やHPでの情報提供の充実を
行った。

観光客の満足度

80%
観光客の満足度 80%

実績値(効果額等) H18～H22合計

68.1%

目  標 取   組
観光課ＷＥＢアンケートの結果、満足できたかの
問に「やや不満」「たいへん不満」と答えた割合を
５％以内にする。

・公衆トイレの建替え（報国寺、鎌倉宮）や名所掲示
板、観光ルート板の多言語化を含めた改修を実施し
た。
・ホームページのリニューアルや観光情報を毎日更新
し、情報提供に努めた。
・第２期の観光基本計画を策定した。

観光客の満足度
70.2% 73.9% 74.0% 78.0%
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

関連
他項目

1成果を重視した行政経営
(4)市民本意のサービス提供体制の充実

19年度 20年度

　No．１０

稼動

実施

アクション
プログラム

②在宅の障害者に適した福祉サービス提供体制の形成

担当部名 健康福祉部 担当課名 障害者福祉課

目標値

　福祉手当の給付、タクシー・ガソリン券の交付等の在宅福祉サービスを統合し、選択制による障害者の希
望に沿って、内容と量を選択できる制度を導入し、障害者本位のサービス提供体制の形成を図る。
　自立支援法（案）の施行が予定されることに伴い、市が担うべきサービスを明確にするため、平成18～
20年度で制度の研究・検討を進め、平成21年度から実施を目指す。実施にあたって、給付・交付等の状況
を整理し、その結果をサービス提供体制に反映する。

21年度 22年度スケジュール 18年度

システムの構築 ｼｽﾃﾑ開発

在宅障害者福祉サービス提供体制の形成 調査・検討 周知

障害者自立支援法が施行され、障害福祉サー
ビスや地域生活支援事業が円滑に提供される
体制の整備とその充実を図る。
障害者の実情に応じた、利用者負担額の上限
額の軽減など支援体制の充実を推進する。
地域自立支援協議会の機能を充実し、就労支
援、相談支援、地域生活支援など制度の推進を
図る。

40%

目標値(効果額等) H18～H22合計

20% 40%

障害者の居住の場の確保を図るグループ
ホーム・ケアホームの開設や地域生活支援
事業の相談支援事業を地域活動支援セン
ターに委託して、地域での相談支援体制の
充実を推進した。
障害者の実情に応じ、利用者の自己負担額
を軽減するため、負担額の上限額の軽減な
ど支援体制の充実を推進した。
地域自立支援協議会での検討・協議を得
て、就労後の職場定着を図るため、就労定
着支援事業による、障害者の生活支援や雇
用先企業への相談支援などを実施した。ま
た、知的障害者による清掃など職場体験実
習の取組みを行った。さらに、障害福祉サー
ビスを利用者にわかりやすく説明した事業紹
介パンフレット及び知的障害者のための就労
支援ガイドブックを地域自立支援協議会にお
いて検討・協議して作成した。

負担上限額の更なる軽減など国が7月に実施を
予定している、制度の見直しを踏まえ、市の事
業である地域生活支援事業を含めた制度の充
実を図る。

国が実施した緊急措置により、自立支援法
の利用者負担月額上限額の引き下げなど利
用者負担の軽減措置が図られた。

地域自立支援協議会の機能を充実し、就労支
援、相談支援、地域生活支援など制度の推進を
図る。

地域自立支援協議会の三つの部会（就労支
援、地域生活支援、相談支援）及び全体会を
開催し、自立支援の推進を図った。

地域自立支援協議会の各専門部会（就労支
援、相談支援、地域生活支援）を機能させること
で、福祉サービス提供体制の充実を図る。

地域自立支援協議会の専門部会（就労支
援、地域生活支援、相談支援）及び全体会を
開催し、障害福祉サービスの提供体制を充
実していくための取り組みについて協議し、
障害福祉サービスを推進した。

80%

障害者自立支援法が4月から一部施行され、10
月に地域生活支援事業の実施を含め全面的施
行することに伴い、新制度移行後の制度の安定
運営を図る。

障害者自立支援法が4月から一部施行され、
10月に地域生活支援事業の実施を含め全面
施行した。

障害者自立支援法に基づく、在宅障害者への
福祉サービス提供体制の運営の充実を図る。

障害者自立支援法の制度実施に係る負担
上限額の軽減等、国の特別対策が実施され
た。

達成率

目  標 取   組

20% 60% 60%

達成率 100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

100%60% 80%
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

18年度実績は37日開設し計3,907件。(市民
課3,516件、保険年金課391件)
1日平均件数は106件。（最大150件、最小55
件）。

19年度実績は43日開設し計4,999件。(市民
課4,413件、保険年金課586件)
1日平均件数は116件。（最大181件、最小68
件）。

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組
市民課、保険年金課業務の一部の業務を原則
毎土曜日に開設する。

・土曜日の窓口を開設し、1日あたり200件以上
の利用件数を見込む。
・市民ニーズを把握するためにアンケート調査を
行う。
・ニーズの高い業務について平日の窓口時間の
延長や本庁舎外への拡大について検討する。

・市民課、保険年金課の一部業務を原則毎
週土曜日に開設。
・平日利用者及び土曜日の利用者に対して
アンケート調査を実施。
・市民サービスコーナー（大船駅ルミネウイン
グ６階）の開設日・時間を拡大。

土曜日窓口開設日数・取扱業務の方向性の見
直し。昼休み窓口の拡大の検討。

20年度の実績は42日開設し、計4,945件（市
民課4,452件、保険年金課493件）。
1日平均件数は118件（最大161件、最少70
件）。

土曜日窓口開設日数・取扱業務の見直しを行う
とともに平日の窓口時間の延長等を検討・実施
する。

21年度の実績は43日開設し、計5,124件（市
民課4,615件、保険年金課509件）。
1日平均件数は119件（最大189件、最少79
件）。

土曜日窓口開設日数・取扱業務の見直しを実
施する。

22年の実績は43日間開設し、計5,371件(市
民課4,820件、保険年金課551件）。
1日平均件数は125件（最大174件、最少67
件）

市民課、保険年金課(一部の業務)の毎土曜日
開設の継続。昼休み窓口の拡大の検討。

窓口拡大策（時間帯や業務、
本庁舎外）の可否を検討

　　拡大検討 　　拡大検討

目標値(効果額等) H18～H22合計

　拡大実施

実績やアンケート調査をもとに
検証

土曜日窓口開設実施（市民課・
保険年金課の一部）

　　拡大実施

目標値

・毎週土曜日の窓口を開設し、200件以上の利用件数を見込む。
・市民ニーズを把握するためにアンケート調査を適宜行い。ニーズの高い業務について土曜日
　の窓口開設を検討していく。
・また業務の他に、17時以降の開設や本庁舎外への拡大について検討していく。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．１１

アクション
プログラム

①窓口開設時間の拡大

担当部名 経営企画部 担当課名 行革推進課
関連

他項目
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１８年度

１９年度

２０年度

２１年度

２２年度

５年間の
取組結果

No．１２
アクション
プログラム

②市民課土曜日窓口の開設

担当部名 市民経済部 担当課名 市民課
関連

他項目

目標値

通年の土曜日に市民課窓口を開設し、住民異動・印鑑登録・諸証明発行等の事務を実施する。
・利用者目標…１８年度平日利用者の７％が土曜日窓口に移行（土曜日窓口利用者数は平日の
３５％の人数となる）。１９年度以降は平日利用者の１２％が土曜日に移行（土曜日窓口利用
者数は平日の６０％の人数となる）。

スケジュール １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

14,000人
土曜日窓口利用者数

　土曜日窓口の開設 　

　嘱託員等の採用及び研修

目標値(効果額等) H18～H22合計

8,000人 14,000人 14,000人
64,000人

14,000人

広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

　土曜日窓口開設に係る周知の徹底。 広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

4,911 人

目　　　　　標 取　　　　　組

　土曜日窓口の開設。 ５月１３日より土曜日窓口を開設した。
新たに３名の事務補助嘱託員を採用し、研
修・教育を施したうえで土曜日窓口業務に充
てた。

土曜日窓口開設に係る周知の徹底。 広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。併せて、ＫＣＣによる周知
も行った。
広報紙への掲載・・・毎年度12回
KCCによる周知・・・概ね毎月始めの1週間に
1日4回放送
市ホームページへの掲載・・・随時
◎5年間の土曜日窓口利用者数（実績）　総
計19,265人

　土曜日窓口開設に係る周知の徹底。 広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

　土曜日窓口開設に係る周知の徹底。
  目標とする利用者数の再検討。

5,139 人

　土曜日窓口開設に係る周知の徹底。
  目標とする利用者数の再検討。

広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

実績値(効果額等) H18～H22合計

3,843人
土曜日窓口利用者数 19,265

4,562人 4,653 人

実 施 

実 施 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

22年度

　No．１３
アクション
プログラム

③昼休み窓口業務の拡大等、窓口業務の充実

担当部名 　市民経済部 担当課名 　4支所共通
関連

他項目

目標値

１　昼休み時間帯についても各種届出受付業務を行ない、窓口業務の拡大を図る。
２　コンビニ等への収納業務委託等進行状況により廃止を含め支所収納業務の見直し
　　を行い、人件費削減及び職員の有効活用を図り窓口業務の充実に努める。
　

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度

２　会計（収納）事務の見直し
　　（全庁的な取り組みが必要）

　
　１　昼休み窓口業務の拡大

目標値(効果額等) H18～H22合計 100％
目標達成

窓口業務の充実 この５年間で次の業務を支所でも行うことで
窓口の充実を図った。
①平成１９年度からごみシールの販売を開
始することとなった。
②平成２０年度から実施された後期高齢者
医療制度についても関係部課と協議をかさ
ねることで円滑に導入することができた。
③平成２１年度から住民基本台帳カードの交
付を支所でも行い、平成２３年度から申請に
ついても支所で行うこととなった。
④平成２２年度に職員提案で取り上げられた
「市役所便ポスト」の設置について平成２３年
度から実施することとなった。

窓口業務の充実 健康福祉部と窓口の充実について協議し、
支所からの提案を行った。後期高齢者医療
制度の支所における業務を保険年金課と協
議・連絡の上、円滑に実施した。

窓口業務の充実 窓口業務の充実を図るため、関係部課と協
議を行った。

窓口業務の充実 窓口業務の充実を図るため、関係部課と協
議を行った。その結果平成２３年度から住民
基本台帳カードの申請が支所でもできること
となり、また職員提案で取り上げられた「市
役所便ポスト」が設置されることとなった。

窓口業務の拡大。 住民基本台帳カードの交付、粗大ごみシー
ルの販売・処理手数料の徴収を開始した。

昼休みの全件処理(％) 100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

　　100％

目  標 取   組
昼休み時間帯の全件処理並びに支所業務見直
しによる職員の有効活用と窓口業務の充実を
図る。

従来は証明書の発行のみであったが、住民
異動届、戸籍届、国保、年金の取り扱いや納
税など支所業務全般に対応した。

昼休みの全件処理(％) 100%
　　100％ 　　100％ 　　100％ 　　100％

実施 

協議・検討 
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１８年度

１９年度

２０年度

２１年度

２２年度

５年間の
取組結果

No．１４
アクション
プログラム

④市民サービスコーナーの業務拡充

担当部名 市民経済部 担当課名 市民課
関連

他項目

目標値

 ①土日祝祭日の取扱時間の拡大。（窓口開始時間を10時から9時に変更。）
 ②土日祝祭日の開設日の拡大。（現在、閉鎖している第3土日の開設。）
 ③土日祝祭日の戸籍謄抄本等の交付。
 ④上記に伴う利用者増133％。
　（平成16年度諸証明交付件数約19,400件　平成18年度目標値26,000件）

スケジュール １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

 第３土日の開設

 土日祝祭日の取扱時間拡大

 戸籍謄本等の土日祝祭日交付

26,000件 26,000件 26,000件 26,000件 26,000件

　諸証明交付件数の増大。

広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。併せて、KCCによる周知
も行った。
広報紙への掲載・・・毎年度8～9回
KCCによる周知・・・概ね毎月始めの1週間
に1日4回放送
市ホームページへの掲載・・・随時
◎5年間の諸証明交付件数（実績）　総計
99,934件

　諸証明交付件数の増大。 広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

　諸証明交付件数の増大。

広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

　諸証明交付件数の増大。

広報及びホームページ上で窓口開設状況を
随時周知するとともに、窓口用の案内チラシ
を作成し配布した。

　諸証明交付件数の増大。

H18～H22合計

開設場所の変更に伴い周知を行った。
また、１７時以降の諸証明の発行について
調整を行い利用者の利便向上を図った。

目　　　標 取　　　組

19,096件 21,284件 20,044件 19,840件

目標値(効果額等) H18～H22合計

19,670件

　諸証明交付件数の増大。 土日祝祭日における窓口開設日及び時間
を拡大するとともに、土日祝祭日においては
交付していなかった戸籍関係諸証明の交付
を実施した。

諸証明交付件数 99,934

諸証明交付件数 130,000件

実績値(効果額等)

実 施 

実 施 

実 施 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．１５
アクション
プログラム

⑤地域相談員の勤務体制の拡大等、相談業務の充実

担当部名 市民経済部 担当課名 4支所共通
関連

他項目

目標値

１　地域相談員の週５日勤務体制の実施
２　業務内容の充実　　　　　　（1）行政・生活等一般相談事業の実施
　　　　　　　　　　　　　　　（2）地域コミュニティー支援事業の充実
　　　　　　　　　　　　　　　（3）福祉関連各種申請等の取次ぎ等

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

業務内容の充実

地域市民相談業務
週５日勤務の実施

常時対応度（％）

目標値(効果額等) H18～H22合計

25% 50% 75% 100%

0 0

相談業務のほか、支所業務に幅広く対応する。 マニュアルの整備、職場研修を通じ、相談業
務のほか、支所業務への対応を図った。

相談業務のほか、支所業務に幅広く対応する。 地域相談員の廃止に伴い、相談業務のほか
支所業務について、再任用職員及び正規職
員により対応を図った。

0 0

相談業務のみならず、支所業務に幅広く対応す
る。

引き続き、支所業務に幅広く対応した。

100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

25%
相談員週5日体制

一般相談業務のみならず支所業務全般に対応
してもらうことにより市民サービスの向上を図
る。

支所業務に幅広く対応した。
目  標 取   組

25% 25%

検討・実施 

協議・実施 

取り組み終了 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．１６
アクション
プログラム

⑥スポーツ施設の月曜開場の実施

担当部名 生涯学習部 担当課名 スポーツ課
関連

他項目

目標値

市民本位のサービス提供体制を充実することから最低限の施設の保守管理日のみ休場する以外
開場し、利用環境を向上させるものである。
利用見込み（平日の利用者数平均を39日で乗じた数値）
・鎌倉体育館　　　　10,443人の増加、　大船体育館　　　　  7,332人の増加
　見田記念体育館　  　2,196人の増加、　鎌倉武道館　　　　11,299人の増加

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

16,705人

月曜開場の実施

利用者数
当該年度の月曜開館日－体育の日

121,947人

目標値(効果額等) H18～H22合計

30,468人 32,072人 31,270人

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。

31,270人

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。

31,270人
利用者数

当該年度の月曜開館日－体育の日
156,350人

21,413人 24,165人 26,341人 33,323人

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。
結果として、5年目の平成22年度は初めて年
間の総利用者数が目標数値を超えた。

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。

スポーツ施設を月曜開場し利用環境を向上させ
る。

スポーツ施設を月曜日も開館した。
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．１７

アクション
プログラム

⑦青少年会館の月曜開館の実施

担当部名 こどもみらい部 担当課名 青少年課
関連

他項目

目標値

月曜日についても開館日とする。実施は平成19年度当初を予定。
職員体制は現行　再任用職員（事務嘱託を含む）週3日勤務×2名（延べ6日）であるが、
開館日数の増に対応するため週3日勤務×3名とする。
なお、この実施に合わせ一般利用者の会館利用について有料化を図る。
年間利用者増4,000人を見込む。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

月曜開館の実施
再任用職員の増員

条例改正

目標値(効果額等) H18～H22合計

0 0 2,500人 3,500人

20年4月1日月曜開館実施に向けた条例改正。 条例を改正し平成、２０年１０月１日から月の
最終月曜日を除く月曜日を開館した。

２０年１０月１日月曜開館実施。 月曜開館を実施した。

開館月曜日の利用数の増加 月曜会館を引き続き実施した。

開館月曜日の利用数の増加 月曜会館を引き続き実施した。

20年4月1日月曜開館実施に向けた条例改正。 条例改正を実施した。

5,000人
月曜開館利用者 11,000人

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組

783人 2,002人 2,860人

月曜開館の可否について調査・検討。 月曜開館実施の方向で調査検討を行った。

月曜開館実施 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．１８

21年度

アクション
プログラム

⑧子ども会館・子どもの家の適正配置の検討

担当部名 こどもみらい部 担当課名 青少年課

18年度 19年度 20年度 22年度

纏め作業方針検討

関連
他項目

子ども会館・子どもの家の適正配
置の検討

目標値

子ども会館・子どもの家は、１小学校区に１施設の建設を目標に事業を進めている。既存施設
の中には学区の端に位置するものもあり、帰宅に１時間を要するケースもある。全小学校区に
一定の施設建設が調った時期を見定め、既存の施設活用や空家の借り上げを含め、児童の安全
確保の観点からも検討していく。

スケジュール

七里ガ浜子ども会館・子どもの家を8月1日に
開設し、子どもの家は全小学校区に設置が
完了した。

深沢小学校余
裕教室への梶
原子どもの家
の移設

子ども会館・子どもの家は、1小学校区に1施設
の建設を目標に事業を進めており、平成19年度
に七里ガ浜小学校区に子ども会館・子どもの家
を開設予定。

（仮称）七里ガ浜子ども会館・子どもの家の１９年
８月の開設。

施設の開設(現施設数：こ
ども会館13、こどもの家15)

七里ガ浜子ども会
館・子どもの家開設
(子ども会館14、子
どもの家16）

だいいち子ど
もの家の暫定
開設

梶原子どもの
家の移設実施
計画搭載

全ての小学校区に子どもの家を設置すること。
小学校から距離のある子ども会館・子どもの家
について、移設等の計画を進める。

七里ガ浜子ども会館・子どもの家の開設。
おなり子どもの家の分割による、だいいち子
どもの家の設置。
深沢小学校余裕教室を活用した、子どもの
家の小学校内への移設。
第一小学校区における本格的な子ども会館・
子どもの家の建設計画の策定及び事前調査
の着手。

小学校から距離のある子ども会館・子どもの家
について、移設等の計画を進める。

9月1日に施設を賃借することで「だいいち子
どもの家」を開設した。来年度から深沢第一
子ども会館の市民協働事業を実施すること
になり、市民協働団体と協議を進めた。深沢
小学校余裕教室の活用は、平成23年度の開
設に向け、来年度は設計委託を実施すること
になった。

小学校から距離のある子ども会館・子どもの家
について、移設等の計画を進める。

小学校から距離のある子ども会館・子どもの
家について、移設等の計画を進めた。

小学校から距離のある子ども会館・子どもの家
について、移設等の計画を進める。

深沢余裕教室の工事を完成させ、だいいち
子どもの家の実施計画登載と、事前調査に
着手した。

目標値(効果額等) H18～H22合計

第一小学校区の本
格的子ども会館・子
どもの家建設計画
の実施計画登載

七里ガ浜子ど
も会館・子ど
もの家開設

実績値(効果額等) H18～H22合計

調査・研究 調査・研究 中間纏め作業

（仮称）七里ガ浜子ども会館・子どもの家の
19年度の開設をめざす。

目  標 取   組
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．１９

アクション
プログラム

⑨子どもの家の開設時間の拡大

担当部名 こどもみらい部 担当課名 青少年課
関連

他項目

目標値

　学校休校日のうち夏休み等の長期休暇時の子どもの家の開設時間を、保護者要望を踏まえ平
成１８年４月から学校休校日の平日の開設時間を午前８時からとする。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

子どもの家開設時間の拡大
実施

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

午前8時15分 午前8時

子どもの家の学校休校日の平日の開設時間
を、午前8時15分からとする。

学校休校日の平日の子どもの家の開館時間
を午前8時15分からとした。
ただし、現実的な対応として、８時以降に待っ
ている児童がいる場合は、適切な対応をする
こととした。

利用者や保護者からの要望を的確につかみ実
現可能なものについて順次実施して行くため検
討を進める。

具体的な調査は行っていない。また、父母連
絡協議会等からは、特に時間延長の希望は
出されていない。今後、指導員を通じ、アン
ケートなどの実施の必要性を確認したい。

利用者や保護者からの要望を的確につかみ実
現可能なものについて順次実施して行くため検
討を進める。

利用者や保護者からの要望を的確につかみ
実現可能なものについて順次実施して行くた
め検討を進めた。

利用者や保護者からの要望を的確につかみ実
現可能なものについて順次実施して行くため検
討を進める。

２２年度於いては進展することができなかっ
た。

子どもの家の学校休校日の平日の開設時間
を、午前8時15分からとする。

学校休校日の平日について、現実的な対応
として、８時以降に待っている児童がいる場
合は、適切な対応をすることとした。

学校休校日の平日の開館時間 午前8時

実績値(効果額等) H18～H22合計

午前8時15分
学校休校日の平日の開館時間

午前8時15分 午前8時15分 午前8時15分 午前8時15分

子どもの家の学校休校日の平日の開設時間
を、午前8時15分からとする。

子どもの家の学校休校日の平日の開設時間
を、午前8時15分からとした。
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

利用者の利便性の向上を図るため、開館日数を
増加する。２年目としては３２０日以上を開館日
数に設定する。

指定管理者の創意工夫により、前年度と比
較して開館日数が20日間増加した。

３３３日
開館日 333日

実績値(効果額等) H18～H22合計

320日 333日 33２日

前年度同様に、一定の開館日数を確保した安定
的な運営体制を維持する。

開館日数３３２日、施設利用可能日数３１３日
と指定管理制度導入以来、安定した開館体
制を確保している。３月の地震による臨時休
館が開館日数の伸びに影響を与えた。

目  標 取   組

一定の開館日数を確保した、現状の安定的な運
営体制を維持している。

指定管理制度導入以来、安定した開館体制
を確保している。

事業導入２年目において目標を達成した。20年
度以降は現況の開館日数を維持しつつ、開館日
における運営体制の一層の充実を図る。

開館日については、１８年度、１９年度の水準
を維持しており、開館日数は前年度より１日
多い353日、施設利用可能日数は333日と
なっている。

一定の開館日数を確保した、現状の安定的な運
営体制を維持する。

開館日数３５１日、施設利用可能日数３３３日
と指定管理制度導入以来、安定した開館体
制を確保している。

３３３日 ３３３日

利用者の利便性の向上を図るため、開館日数を
段階的に増加する。平成１８年度に関しては、前
年度と同じ３１０日を最低限の開館日数に設定
する。

指定管理者の創意工夫により、前年度と比
較して開館日数が10日間増加した。

開館日
340日 333日

目標値(効果額等) H18～H22合計

310日 ３２０日

開館日数
３３３日

鎌倉芸術館開館日の改善

目標値

　平成１８年度からは、年末年始を除き月２回の休館日を廃止し、保守点検業務を含め、平成１
８年度から導入する指定管理者制度における指定管理者の創意工夫により開館日数の増加を図
る。
平成１７年度　開館日数　　３１０日　　　　平成２２年度目標　　開館日数　　３３３日
指定期間内５カ年で行う

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．２０
アクション
プログラム

⑩鎌倉芸術館の開館日の拡大

担当部名 生涯学習推進担当 担当課名 鎌倉芸術館担当
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．２１

アクション
プログラム

⑪ワンストップサービス（窓口の一本化）の検討

担当部名 経営企画部 担当課名 行革推進課
関連

他項目

目標値

　土曜開庁を利用して、試行をしながら、総合的な窓口の開設について検討し、一括して事務
を取り扱う総合的なワンストップサービスの実現を目指すとともに、市の建物の制約上総合的
な窓口の設置が困難な場合は、部門別のワンストップサービスについての検討を行う。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

ワンストップサービスのあり方の
検討（総合・部門別）

臨時窓口開設・土曜日窓口開設
時のワンストップサービスの試行

機構改革を視野に入れたワンス
トップサービス実施の検討

目標値(効果額等) H18～H22合計

年度末年度初め等における臨時窓口開設時の
一部業務において、ワンストップサービスの可
能性を検討。

年度末年度初め等における臨時窓口開設時
の一部業務において、ワンストップサービス
の可能性を検討した。

目  標 取   組

ワンストップサービスのあり方を検討するととも
に、臨時窓口開設・土曜日窓口開設時のワンス
トップサービスの試行。総合的なワンストップ
サービスの実現。

・ワンストップサービスについて、県内他市の
状況を調査しながら、本市のあり方について
検討した。
・臨時窓口・土曜窓口の開設にあたっては、
住民異動に伴う各種届出については概ねワ
ンストップサービスが図られた。

ワンストップサービスのあり方と可能性について
検討を進める。

組織の見直しにより、青少年及び発達障害
児に関する窓口の一元化を実施。

本市におけるワンストップサービスの「あるべき
姿」を検証する。

県内各市への調査結果を踏まえ、本市にお
けるワンストップサービスの「あるべき姿」の
方向性を検討した。

本市におけるワンストップサービスの「あるべき
姿」の方向性を決定する。

ワンストップサービスについて、組織の見直
しの中で、部門ごとの統合について検討し
た。

ワンストップサービスのあり方と課題を検討す
る。

先進自治体の例やアンケート調査の結果を
踏まえ、ワンストップサービスのあり方や課
題について検討した。

実績値(効果額等) H18～H22合計
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．２２

アクション
プログラム

⑫消費者被害の防止、救済と消費生活センターの設置・運営

担当部名 市民経済部 担当課名 市民活動課
関連

他項目

目標値

・消費生活センターを設置、消費生活相談への助言、斡旋等を行う。
・消費者と事業者間の紛争を、付託基準に基づき、消費生活委員会紛争調停小委員会に対して調停の付託
を行う。
・消費者被害防止のための啓発を行う。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

消費生活委員会紛争調停小委
員会による消費者と事業者間の
紛争の調停

消費生活センターにおける消費
生活相談への助言、斡旋等

1,200件 1,200件

消費者被害防止のための啓発

目標値(効果額等) H18～H22合計

1,200件 1,200件

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

　出前講座を積極的に行った。消費生活セン
ターは、多重債務相談への対応を含め、消
費生活相談での助言、あっせんを行った。消
費生活委員会紛争調停小委員会は、市長か
ら付託した調停を成立させ、平成23年1月、
報告を行った。

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの運営。
消費者被害の予防と救済。

1,200件
相談受付件数 6,000件

実績値(効果額等) H18～H22合計

1,201件

目  標 取   組
消費生活センターの設置
消費者被害の予防と救済

消費生活センターの設置（18年7月）
消費者被害の予防と救済

相談受付件数 5,912件
1,168件 1,110件 1,252件 1,181件

センター設
置 

助言、斡旋等 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

障害者総合相談窓口を設置し、ワンストップサー
ビスを指向した相談体制の整備を図る。また、発
達支援システムネットワークを設置し、障害児等
への一貫した支援を行う。

障害児等への支援について、発達支援ネット
による検討対応を行った。
総合相談窓口として、非常勤嘱託員を常時3
名配置した。

達成率
50% 50% 70% 100%

相談体制の一層の整備・充実を図る。
発達支援システムネットワークの周知を図り推進
していく。

特別の支援を必要とする児童の早期発見と
一貫した支援を行う組織について検討を行っ
た。

100%
達成率 100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

20%

目  標 取   組

障害福祉サービスを中心とした相談窓口業務を充実
するため、障害者福祉課窓口に非常勤嘱託員を配置
し、体制の整備を図る。地域生活支援事業の相談支
援事業を地域活動支援センターに委託して、障害者
福祉課と連携した相談支援体制の充実を図る。

障害福祉サービスを中心とした相談窓口業務を
充実するため、障害者福祉課窓口に非常勤嘱託
員を配置し、体制の整備を図った。また、地域生
活支援事業の相談支援事業を地域活動支援セン
ターに委託して相談支援体制の充実に向け、非
常勤嘱託員へ指導を行うと共に、専門知識を有
する職員の配置について検討を行った。
相談支援事業者と連携し、障害者の多様な課題
解決のための相談支援機能の充実に取り組ん
だ。
市内3か所の相談支援事業に委託して、障害福
祉サービスの利用調整だけでなく多様な課題の
解決を図るため、サービス利用計画の作成など
のケアマネジメント事業や地域生活への移行に
際しての住宅入居支援事業を実施し、相談支援
体制の充実に取り組んだ。

相談支援事業者と連携した相談支援体制の充
実を図る。
発達支援システムネットワークを推進していく。

特別の支援を必要とする児童の早期発見と
一貫した支援を行う組織について２１年度設
置に向け検討を行った。

相談支援事業者と連携した相談支援体制の充
実を図る。
発達支援システムネットワークを推進していく。

相談支援事業者と連携し、障害者の多様な課題解決
のための相談支援機能の充実に取り組んだ。（障害者
福祉課）
発達支援室をこどもみらい部に設置し、特別な支援を
必要とする児童の早期発見とライフステージに応じた
一貫した支援体制の整備に取り組んだ。（発達支援
室）

相談支援事業者と連携した相談支援体制の充
実を図る。
発達支援システムネットワークを推進していく。

相談支援事業者と連携し、障害者の多様な
課題解決のための相談支援機能の充実に取
り組んだ。（障害者福祉課）

開発 稼動

目標値(効果額等) H18～H22合計

20% 50%

ITネットワークシステムの整備
研究

70% 80%

横断的な組織体制の構築
　　　　ライフサイクルに沿った
　　　　一貫した地域生活支援
　　　　発達障害児者への支援

障害総合相談窓口設置
試行 開設

目標値

　平成18年度早期に試行的に障害者総合相談窓口を設け、業務の課題の把握、整理に努め、障
害者計画を実行する平成19年度にはより充実した相談窓口にしていく。さらに相談業務につい
てワンストップサービスが行えるよう相談体制の整備を図る。
　また、障害児等とその家族のライフサイクルに沿った地域生活支援体制を整備するため、発達
支援システムネットワークを設置して一貫した支援を行っていく。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．２３
アクション
プログラム

⑬障害者総合相談窓口の整備と横断的な組織づくり

担当部名
こどもみらい
部・健康福祉
部

担当課名
発達支援室・
障害者福祉課

関連
他項目

３健全な財政基盤と変化に対応できる行政経営
（６）電子自治体の推進
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．２４

アクション
プログラム

⑭市が主催・共催する講座・イベント情報の一元化

担当部名
２新しい公共空間の形成
(4)市民と行政の情報の共有化

生涯学習部 担当課名 　生涯学習課
関連

他項目

目標値

　各課個別の講座・イベントを効率的に実施できる体系を整備し、主催・共催事業すべてを網
羅した横断的な情報を発信（全ての情報提供ができる環境整備）する。情報発信の方法として
インターネット等を活用し、いつでもどこからでも市民が情報を入手できることにより、市民
の利便性がより高まる。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

情報の発信
一元管理により100％の情報提
供を目指す

各課情報(講座・ｲﾍﾞﾝﾄの時期や
内容）の整理及び情報の提供方
法等について検討

80%
目標値(効果額等) H18～H22合計

70% 75% 90%

生涯学習センターで各課から収集したより広範
なイベント・講座情報を鎌倉市生涯学習システ
ム内の講座情報にリンクしてプラネット神奈川に
配信する。

生涯学習センターで各課から収集したより広
範なイベント・講座情報を鎌倉市生涯学習シ
ステム内の講座情報にリンクしてプラネット
神奈川に配信した。

生涯学習センターで各課から収集したイベント・講座
情報を鎌倉市生涯学習システム内の講座情報にリ
ンクしてプラネット神奈川に配信する。

生涯学習センターで各課から収集したより広範な
ｲﾍﾞﾝﾄ・講座情報を鎌倉市生涯学習システム内の
講座情報にリンクしてプラネット神奈川で配信し
た。

生涯学習センターで各課から収集したより広範なイ
ベント・講座情報を鎌倉市生涯学習システム内の講
座情報にリンクしてプラネット神奈川に配信する。

生涯学習センターで各課から収集したより広範な
イベント・講座情報を鎌倉市生涯学習システム内
の講座情報にリンクしてプラネット神奈川に配信
した。

生涯学習センターで各課から収集したイベント・講座
情報を鎌倉市生涯学習システム内の講座情報にリ
ンクしてプラネット神奈川に配信する。

生涯学習センターで各課から収集したｲﾍﾞﾝﾄ・講
座情報を鎌倉市生涯学習システム内の講座情報
にリンクしてプラネット神奈川で配信した。

生涯学習センターで各課から収集したより広範なイ
ベント・講座情報を鎌倉市生涯学習システム内の講
座情報にリンクしてプラネット神奈川に配信する。

生涯学習センターで各課から収集したより広範な
イベント・講座情報を鎌倉市生涯学習システム内
の講座情報にリンクしてプラネット神奈川に配信
した。

100%
イベント情報 100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

50% 70% 100%

生涯学習センターで各課から収集したイベント・講座
情報を鎌倉市生涯学習システム内の講座情報にリ
ンクしてプラネット神奈川に配信する。

生涯学習センターで各課から収集したｲﾍﾞﾝﾄ・講
座情報を鎌倉市生涯学習システム内の講座情報
にリンクしてプラネット神奈川で配信した。

イベント情報

目  標

60% 70%
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

※実施計画事業の見直しに伴い、プログラム名を「コールセンターの開設」から変更しました。(２１年度修正）

FAQﾃﾞｰﾀ 1,300件
ｱｸｾｽ  130,000件
役に立った評価
50％以上運用における処理完結率

データ数、アクセス
数、評価割合(２１
年度修正）

実績値(効果額等) H18～H22合計 FAQﾃﾞｰﾀ 607件
ｱｸｾｽ  59,257件

FAQﾃﾞｰﾀ 1,011件
ｱｸｾｽ  327,502件

FAQﾃﾞｰﾀ 1,003件
ｱｸｾｽ  577,907件

目  標 取   組

FAQﾃﾞｰﾀ 1,003件
ｱｸｾｽ  112,481件
役に立った評価
60.2%

　コールセンターの開設準備として、基本計画の
策定及びFAQ(よくある質問と回答)のデータベー
スの整備を行う。

　本市に適したコールセンターを構築するた
めの調査・分析を行い、基本計画の策定とＦ
ＡＱ（よくある質問と回答）のデータベースシ
ステムを開発した。

　平成20年度以降のコールセンターの開設を目
途に、本市に適した手法等の検討を行う。またＦ
ＡＱデータは新たな情報活用として一般公開す
る。

コールセンターの開設は、近隣市の状況、事
務の効率化等の検討を行った。ＦＡＱデータ
は、平成19年9月1日より、本市ホームページ
を利用し一般公開を開始した。

FAQﾃﾞｰﾀ 500件

当初はコールセンターの開設であったが、計画
を見直し、FAQを機能の充実を進める。

コールセンターの開設については、費用対効
果等の観点から開設を見送った。既にシステ
ム構築を行っていたFAQについては、充実を
図り、データ増。評価機能の付加などを行っ
た。

コールセンターの開設は、行政の問い合わせ窓
口として望ましいシステムを構築するために、見
直しを含めた検討を行う。ＦＡＱシステムは更に
データの充実を図る。

コールセンターの開設については見直しを行
い、開設を見送ることを決定した。前期実施
計画の見直しを行った。データ数は年度当初
比66.6％増となった。

ＦＡＱシステムのデータ数、機能等の充実を図る
とともに、職員が利用することによるシステムの
有効利用を目指す。

評価機能を導入し、ＦＡＱ機能の充実を図っ
た。職員研修は2回実施。ＦＡＱデータ数は
トータルで8件減少した。

ＦＡＱデータの充実及びシステムの有効活用に
ついて取り組む。

FAQデータ件数は前年度比で増減なし。新
採用職員研修を実施した。

FAQﾃﾞｰﾀ 1,200件
ｱｸｾｽ  120,000件

FAQﾃﾞｰﾀ 1,250件
ｱｸｾｽ  125,000件

評価機能を付加
現行システムの機能に評価システ
ムを加えたＦＡＱシステムを公開
(２１年度修正）

目標値(効果額等) H18～H22合計

ＦＡＱデータの公開

業者選定及びＦＡＱシステムセッ
トアップ
（コールセンターの）委託業者選定
及び必要ツールであるＦＡＱシステ
ムの開発、データセットアップ

目標値

・コールセンターの必要ツールとして開発したＦＡＱシステム（よくある質問システム）は平成19年9月より一般公開
をしている。このＦＡＱデータの充実を図るとともに、評価機能を付加し、公開しているＦＡＱデータが有用であるこ
とを検証し、よりよい情報提供を目指す。
・職員がＦＡＱデータを活用して、窓口、電話応対を行うことにより、コールセンターのワンストップサービスに相当
するサービス提供を目指す。

スケジュール 18年度 19年度

アクション
プログラム

⑮よくある質問システムの充実

担当部名 経営企画部 担当課名 市民相談課
関連

他項目
２新しい公共空間の形成
(4)市民と行政の情報の共有化

20年度 21年度 22年度

　No．２５

67



18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

目  標 取   組
　全職種の能力・意欲評価の試行を実施すると
ともに、部長職を対象とした実績評価の試行を
行う。

能力・意欲評価については、栄養士を除き、
複数回の試行を実施しているところであり、
実績評価については、制度構築に向けての
検討にとどまった。

能力意欲評価の職員への周知及び活用を図る
とともに、部次長職の実績評価を試行する。

部次長職の実績評価を試行導入し、本格導
入した職員（消防吏員を除く。）の能力意欲
評価の結果を,職員の処遇に反映する。

能力意欲評価の全職員への実施を目指すとと
もに、部長職の実績評価の試行導入を図る。
（併せて実績評価の全職員への試行導入の準
備をすすめる。）

能力・意欲評価については、栄養士を除き、
複数回の試行を実施しているところであり、
実績評価については、制度構築に向けての
検討にとどまった。

実績値(効果額等) H18～H22合計

能力意欲評価の本格導入を目指すとともに、部
次長職の実績評価の試行導入を図る。

消防吏員を除く職員の能力意欲評価の本格
実施をし、その結果を5級係長級から7級課
長級までの昇任昇格に反映していく。
部次長の実績評価については、本格導入に
向け、目標設定のあり方等をさらに検討して
いく。

能力意欲評価の本格導入を目指すとともに、部
長職の実績評価の試行導入を図る。（併せて実
績評価の全職員への試行導入の準備をすすめ
る。）

能力・意欲評価については学校栄養士の試
行を実施したが、本格導入については課題
整理にとどまった。実績評価については、制
度構築に向けての検討にとどまった。

能力意欲評価の本格導入を目指すとともに、部
次長職の実績評価の試行導入を図る。

部次長職の実績評価を試行導入し、消防吏
員を除く職員に能力意欲評価を本格導入し
た。

目標値(効果額等) H18～H22合計

実績評価の試行・導入
勤勉手当・昇給・昇格の反映

意欲・能力評価の導入

目標値

職員の能力や成果を適正に評価することによって「努力した成果が適正に昇給や昇格等に反映
される処遇」を目指す。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．２６

アクション
プログラム

①新人事評価制度の処遇への反映

担当部名 総務部 担当課名 職員課
関連

他項目

導入済み 

検討 

試行 

実施 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

研修講師に窓口等での接遇を体験してもら
い、結果を基にフィードバック研修を実施し
た。

市民と接する機会の多い窓口職場及び電話等
の職員の接遇マナーの向上を進める。

目標値(効果額等) H18～H22合計

取   組

研修講師に窓口等での接遇を体験してもら
い、結果を基にフィードバック研修を実施し
た。

H18～H22合計

目  標
市民と接する機会が多い窓口職場等の職員の
接遇マナーの向上を進める。

実績値(効果額等)

市民と接する機会の多い窓口職場、また非常勤職員等へ
の接遇研修を実施し、接遇マナーの向上を進める。
接遇マニュアルを作成して、職員の接遇マナー向上に努
める。

正規職員だけではなく、非常勤嘱託員等に
ついても、接遇マナーの向上を目指し、外部
講師による接遇研修を実施した。
あわせて、外部講師による窓口等での接遇
等の体験を実施するとともに、体験結果をも
とにしたフィードバック研修を実施した。
接遇マニュアルの作成に努める

非常勤、再任用への接遇研修を実施し、接遇マ
ナーの向上を進める。

新規事務補助嘱託員への接遇研修を実施
し、接遇マナーの向上を進めた。

市民と接する機会の多い窓口職場、また非常
勤、再任用への接遇研修を実施し、接遇マナー
の向上を進める。

新たに採用した非常勤嘱託員に対する接遇
研修を実施した。

市民と接する機会の多い窓口職場、また非常
勤、再任用への接遇研修を実施し、接遇マナー
の向上を進める。
接遇マニュアルを作成して、職員の接遇マナー
向上に努める。

新規事務補助嘱託員と新規採用職員への
接遇研修を実施し、接遇マナーの向上を進
めた。
また、研修講師に窓口等での接遇を体験し
てもらい、結果を基にフィードバック研修を実
施した。

接遇マナー研修の実施・職員の
意識改革

目標値

・職員に「市役所は最大のサービス産業である。」ことを徹底させ､より市民の立場にたった接
遇を目標とする。
・外部講師に調査票を基に職員の接遇マナーを調査してもらう。
・調査した課の職員を対象にフィードバック研修を実施し、弱点を克服していく。

20年度スケジュール 18年度 19年度 22年度21年度

　No．２７
アクション
プログラム

②職員の接遇力の向上

担当部名 総務部 担当課名 職員課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

21年度 22年度

　No．２８
アクション
プログラム

③職員提案制度の推進

担当部名 経営企画部 担当課名 行革推進課
関連

他項目

職員提案制度の実施

目標値
・毎年、各課1件以上100件程度の提案応募を目指す。
・優秀提案のうち毎年1件以上の実施。

スケジュール 18年度 19年度 20年度

優秀提案について実施の検討

提案項目の実施

50%目標

・毎年、各課1件以上100件程度の提案応募を
目指す。
・優秀提案のうち毎年1件以上の実施（褒章提
案のうち５０％以上の実施）

　職員からの自発的な提案による応募件数
の増加を図るために募集方法、審査方法等
に工夫を加えた試行実施を行い、さらに提案
の実現に向けた取組みを行った。

職員提案制度の見直しを行い、より多くの職員
の参加と実現可能な提案のフォローアップを図
る。

実現可能な提案について予算の確保をする
とともに、提案制度の活性化を図るための試
行的な取り組みについて庁内合意をとった。

職員提案制度の試行的な取り組みを実施し、そ
の結果を検証し、制度の活性化を図る。

職員提案制度の試行的な取り組みを実施し
た。

職員提案制度の試行的な取り組みを実施し、そ
の結果を検証し、制度の活性化を図る。

職員提案制度の試行的な取り組みを実施し
た。

職員提案制度の見直しと提案事案のフォロー
アップ体制の整備。

実現可能とされた提案については予算の確
保をするとともに、制度の活性化を図るた
め、制度の見直しの方向性を検討した。

実績値(効果額等) H18～H22合計 22%
(2件)

10%
(1件)

13％
（１件）

20%
(2件)

目  標 取   組
職員提案における提案事項の施策化。 提案事項施策化に向けた取組みとして予算

の確保をするとともに、制度の活性化を図る
ためプレゼンテーション審査における傍聴者
の募集を行った。

目標値(効果額等) H18～H22合計

報償提案のうち50％
以上の実施

21%

報償提案のうち50％
以上の実施

50%

50％
（3件）
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

自治基本条例の制定に向けて、市民会議ととも
に条例素案策定委員会を設置して条例素案の
策定を行い、市に提言する。

市民会議は立ち上がり、自治基本条例とは
何か検討を行ってきたが、具体的な条例の
検討までにはいたらなかった。

達成率
50% 70% 70% 70%

鎌倉市自治基本条例策定市民会議がPI活動を
行いながら条例素案を策定し、平成20年3月ま
でに市に提言する。

条例素案大綱（市民討議たたき台）を作成
し、討論を行い、条例素案大綱（案）にまとめ
上げたが、（案）を取るところまでは至らな
かった。

100%
達成率 100%

実績値(効果額等) H18～H22合計

３０%

目  標 取   組

自治基本条例の制定に向けた検討を進める。 平成21年３月に、市民会議から素案大綱及び２
つの有志案の提出を受けた。また、庁内組織で
の検討や専門家からの意見を伺いながら、条例
素案策定に向けた検討を行い、市としての整理を
進めた。さらに、職員向けの研修会を3回開催し
た。

鎌倉市自治基本条例策定市民会議がPI活動を
行いながら条例素案を策定し、平成21年3月ま
でに市に提言する。

条例素案大綱のまとめを行い、平成21年3月
中に市に提言する予定である。

市としての条例素案を作成してパブリックコメン
トを行い、条例案を作成する。

条例素案策定に向けた検討を行い、市とし
ての整理を進めている。

市としての条例大綱案策定に向け、職員への周
知を図りながら、庁内での検討を進める。

国県の動向を注視する中で、庁内での検討
を進め、論点・課題の整理を進めるともに、
職員研修を実施した。

100% 100%

市民との協働やパブリックコメン
ト等の位置づけについて検討

目標値(効果額等) H18～H22合計

60% 90%

条例策定委員会からの提言を受
けて、条例制定に向けた調整
条例の周知及び運用

20年度

市民との協働による条例策定委
員会の運営

スケジュール 18年度 22年度

経営企画課
関連

他項目
2新しい公共空間の形成
（2）市民等との協働による地域経営

19年度 21年度

　No．２９
アクション
プログラム

①自治基本条例の制定

担当部名 経営企画部 担当課名

目標値

条例制定に、何人の市民が参加したか。（平成17年フォーラム参加者　１５０人を目標）
平成20年４月　条例施行
パブリックコメントの位置づけ（自治基本条例の中に、広く市民意見を募集する考え方を位置
づける）

提言 

条例制定 条例の周知及び 
運用 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

県や市などの公共施設管理者と、景観法に基づく景観協議
会を設置する。

景観協議会設立準備会を設置し、施設管理者と協議す
る場が出来た結果、景観計画で景観重要公共施設を
指定し、整備方針と占用許可基準を定めた。

連絡調整
会議の数

1
1

県や市などの公共施設管理者と、景観重要公共施設連絡
調整会議を設置し、熟度に応じて、ベルト毎に景観法に基
づく景観協議会を設置する。

景観重要公共施設制度の運用を行った。
景観重要公共施設連絡調整会議を設置し、景観協議
会（海浜ベルト）の設置に向けた協議を行った。

連絡調整
会議の数

1

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組

・景観重要公共施設制度の運用。
・景観協議会の設置。

・景観法に基づく鎌倉市景観計画を平成19年１月に策
定し、都市の景観形成上特に重要な公共施設（道路、
河川、都市公園等）については、鎌倉市景観計画にお
いて景観重要公共施設として指定し、整備方針及び占
用許可基準を定めた。
・景観重要公共施設の施設管理者との間に連絡調整
会議を設け、景観重要公共施設における良好な景観形
成を推進するための協議・連絡調整の仕組みを整え
た。
・景観重要公共施設には鎌倉市景観計画の中で「海浜
ベルト」「若宮大路ベルト」「北鎌倉ベルト」「柏尾川ベル
ト」の4つの地域を定めており、施設管理者等の関係機
関と連携してこれらの公共施設における良好な景観形
成のために必要な協議を行う景観協議会の設立に取り
組んだ。
・国道134号における景観について、藤沢市との都市連
携に係る協議を藤沢市と行った。

・景観重要公共施設制度の運用を行う。
・海浜ベルト景観協議会を設置する。

・景観重要公共施設制度の運用を行った。
・若宮大路ベルト景観協議会の設置について検討を
行った。

・景観重要公共施設制度の運用を行う。
・若宮大路ベルト景観協議会を設置する。

・景観重要公共施設制度の運用を行った。
・（仮称）若宮大路ベルト景観協議会の設置について検
討を行った。

・景観重要公共施設制度の運用を行う。
・（仮称）若宮大路ベルト景観協議会を設置・運営する。

・景観重要公共施設制度の運用を行った。
・（仮称）若宮大路ベルト景観協議会の構成員候補と協
議を行った。

目標値(効果額等) H18～H22合計

1

景観計画への位置づけ

景観協議会の設置・運営

景観形成事業推進
ワーキングの充実

目標値

   庁内を横断的に調整する「景観形成事業推進ワーキング」の充実や、国や県などの施設管理や
関係団体と、景観法のツールである景観協議会を設立し、事業推進に取り組む。
またその中で、策定した計画は、景観重要公共施設の整備方針として景観法に基づく「景観計
画」に位置づけ、景観形成の実現を図る。
　具体的には、国道134号線や若宮大路から北鎌倉にかけての県道に対して、景観協議会を設置
する。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３０
アクション
プログラム

②公共施設管理者等との協議会等の設立

担当部名 景観部 担当課名 都市景観課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

協働事業を推進するための仕組みを導入し、円
滑な事業提案、事業実施を行う。

市民活動団体と市が相互に協働事業を提案
できる仕組みを構築した。
19年度から事業提案の募集を開始し、毎年度
採用事業数３件を目指し、達成に取組んだ。
19年度　市提案３件　市民活動団体提案２件
20年度　市提案２件　市民活動団体提案１件
21年度　市提案１件　市民活動団体提案２件
22年度　市提案２件　市民活動団体提案１件
実施した協働事業の事業報告会の開催。
事業評価のための評価シートの作成。

協働事業の円滑な実施と検証、提案・応募への
働きかけを積極的に行う。

市民活動団体と市の相互提案による協働事
業を２０年度から実施し、引き続き事業提案、
応募、選定、協議を行い、２１年度からの事業
実施に向けた取組みを行った。

実施事業について、事業報告会を開催し、協働
事業の仕組みの検証を行う。
協働事業の円滑な実施、事業提案・応募への働
きかけを積極的に行う。

20年度に実施した協働事業について、事業報
告会を開催した。
協働事業の円滑な実施に向けた、相互提案協
働事業のしくみや、評価の方法について検討
した。

協働事業の円滑な協定締結・事業実施、事業提
案へ向けた積極的な働きかけを行う。

2１年度に実施した協働事業について、事業報
告会を開催した。
協働事業の円滑な実施に向けた、提案団体と
担当課間の協議に必要な支援を行った。

協働事業を推進する仕組みについて、事業の選
定作業等を試行的に行い、検証する。

協働事業の選定作業を試行的に行う中で、市
民活動団体との協働事業を推進する仕組みを
検証し、それを踏まえ、市民活動団体と市が
相互に協働事業を提案できる新しい仕組みを
構築した。

協働の仕組みを導入して、事業実施を目指すと
ともに、仕組みの検証を行う。

市民活動団体と市の相互提案による協働事
業の実施に向けた事業提案、応募、選定、協
議を行い、20年度からの事業実施に向けた取
組みを行った。

3
協働事業数 3

実績値(効果額等) H18～H22合計

システムによる協働事業の実施

目  標 取   組

協働事業数
採用５件

協働事業数
採用３件

協働事業数
採用３件

協働事業数
採用３件

目標値(効果額等) H18～H22合計

システムの検討・準備

システムの導入

目標値

具体的な協働事業の拡大については、平成１８年度からの実施計画事業の展開を踏まえ、協働事
業を調整（提案・採用・実施・報告・検証）する「場作り」を柱としたシステムを導入し、この
システムによる協働事業の実施を平成２２年度を目標に準備を進める。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３１

アクション
プログラム

①ＮＰＯとの協働を推進するための体制づくり

担当部名 市民経済部 担当課名 市民活動課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

設立準備 設立準備 検討 設立準備

市民参画型政策研究機関の設立に向けた準備
作業をおこない、効果的な政策研究の実施をめ
ざす。

市民参画型政策研究機関の設立に向けた
準備作業を行う。
転出入市民意識調査を実施した。

・研究機関設立に向けた最終的な準備作業を行
う。

・研究機関に関する他自治体の動向を調査
した。

研究報告冊子の作
成、ホームページ
の運営

実績値(効果額等) H18～H22合計

設立準備

市民参画型政策研究機関を設立し、効果的な
政策研究の運営をめざす

・他自治体の政策研究機関の資料収集や視
察を実施した。
・転出入市民意識調査・職員居住意識調査
を実施した。
・県内各市における政策研究機関の設置状
況等について調査を実施した。
・政策研究機関の有効性やあり方について
検討を進めた。
・本市の政策研究機関の形態をまとめた。

・政策研究機関のあり方について検討を進め
る。

・県内各市における政策研究機関の設置状
況等についてアンケート調査を実施した。

・政策研究機関の有効性やあり方について検討
を進める。

・政策研究機関の有効性やあり方について
検討を進めた。

鎌倉の未来構想づくりのためのシンクタンクの
創設をめざす。

・他都市シンクタンクについて研究し、平成23
年４月に設立するシンクタンクの形態をまと
めた。

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

設立準備 設立準備

運営開始
研究報告冊子の作
成、ホームページの作
成・運営、政策研究
フォーラムの開催

研究報告冊子の作
成、ホームページの
運営

調査研究報告(年間4件）
政策・施策への反映

政策研究機関の設置
職員研究員の募集選考
市民研究員の募集選考

設立準備

目標値

1.基礎調査の件数　【年間４件】庁内各部局の課題解決のために、地域の現状・市民ニーズなど
の調査と分析、先進自治体の政策・施策調査研究、地域の将来予測、独自性のある政策・施策の
提言などを行ないデータベース化していく。
2.市民研究員　市民が研究員として参加し、地域潜在力の活用・市民協働を図る。
3.職員研究員　職員が研究員として参加し、職員の施策立案能力の向上を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３２
アクション
プログラム

②市民参画型政策研究機関の設立・運営

担当部名 経営企画部 担当課名 経営企画課
関連

他項目
1成果を重視した行政経営
(5)職員の意識改革と人材育成

設 置 運営開始 

転出入市民意
識調査等実施 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

100回環境教育講義、体験
学習会等の開催回数

410回

実績値(効果額等) H18～H22合計

０回
18回開催
アドバイザー18人
補助者83人派遣

29回開催
アドバイザー30人
補助者178人派遣

25回開催
アドバイザー25人
補助者164人派遣

25回開催
アドバイザー26人
補助者174人派遣

鎌倉市環境教育推進計画を策定。
鎌倉市環境教育アドバイザー人材派遣要綱を策
定し施行する。

「鎌倉市環境教育推進計画」の策定作業を進
めた。
「鎌倉市環境教育アドバイザー設置要綱」、
「鎌倉市環境教育アドバイザー派遣要領」を策
定した。

鎌倉市環境教育推進計画を策定。
「鎌倉市環境教育アドバイザー設置要綱」、「鎌
倉市環境教育アドバイザー派遣要領」を運用し、
環境教育を推進できる人材を派遣する。

「鎌倉市環境教育推進計画」を策定。
市内小中学校へ環境教育アドバイザーを18
名、補助者83名を派遣した。

「環境教育推進計画」を策定、環境教育アドバイ
ザー派遣制度創設し、計画に基づく施策を推進
する。

環境アドバイザーの登録人数34人、５年間を通したアド
バイザー等派遣人数は698人、講座は97回開催した。環
境部職員による講座は年間約70回開催、アドバイザー
を派遣した講座とあわせると年間１００回近く講座を開催
した。

「鎌倉市環境教育推進計画」及び「鎌倉市環境
教育アドバイザー要綱」について、広く周知を図
り、環境教育アドバイザーを派遣する。

市内小中学校や自治会など延べ２５校４団体
に対しアドバイザー３０名、補助者１７８名を派
遣した。その他、環境部職員による環境教育
事業として地球温暖化やごみ減量化などの講
座を市内小学校、幼稚園、自治町内会で７９
回開催した。

「鎌倉市環境教育推進計画」及び「鎌倉市環境
教育アドバイザー要綱」について、広く周知を図
り、環境教育アドバイザーを派遣する。

市内小中学校や自治会など延べ２３校２団体に対
しアドバイザー２５名、補助者１６４名を派遣してい
る。その他、環境部職員による環境教育事業とし
て地球温暖化やごみ減量化などの講座を市内小
学校、幼稚園、自治町内会で72回開催した。

「鎌倉市環境教育推進計画」及び「鎌倉市環境
教育アドバイザー要綱」について、広く周知を図
り、環境教育アドバイザーを派遣する。

市内小中学校など延べ２３校２団体にアドバイ
ザー２６名、補助者１７４名を派遣している。
その他環境部職員による環境教育事業として地球
温暖化やごみの減量、酸性雨などの講座を市内
小学校、幼稚園、自治会等で６８回開催した。

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

10回 100回 100回 100回

環境教育講義、体験
学習会等の開催回数

97回

人材の育成・情報交換の機会の
提供

環境教育人材登録制度の創設
及び運用

環境教育講座、環境体験学習等
の実施

目標値

環境教育人材登録制度の創設
環境教育講座、環境体験学習等の人材派遣のべ人数…100人

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３３

アクション
プログラム

③環境教育の人材登録制度の創設・活用

担当部名 環境部 担当課名 環境政策課
関連

他項目
2新しい公共空間の形成
(4)市民と行政の情報の共有化

創設 人材登録制度の情報提供、公開 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．３４
アクション
プログラム

④地域防犯体制の充実

担当部名 防災安全部 担当課名 安全安心推進課
関連

他項目
1成果を重視した行政経営
(4)市民本位のサービス提供体制の充実

目標値

犯罪のない安全で安心して暮らせるまちづくりを目指し、市民が犯罪被害に遭わないようにす
るためには、市民一人ひとりが防犯意識を持ち、防犯対策に取り組むことが必要であることか
ら、防犯意識の普及・啓発活動を行いつつ、地域ぐるみの防犯活動の促進を図っていく。
このため、自主防犯活動団体を約１４０団体組織化していきたい。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

情報提供の充実
機構改革により防災との組織体制
の連携を図り、緊急情報体制の検
討を行う。

検討

防犯意識の普及・啓発活動の推
進
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、広報、ﾆｭｰｽの充実、つ
どい等の開催などにより推進を図っ
ていく。

推進

自主防犯活動
団体の組織化

目標値(効果額等) H18～H22合計

80団体 110団体 140団体 140団体

自主防犯活動の育成・支援
平成20年度からは、未整備地域の組織
設立に重点を置く。

目  標 取   組
防犯意識の普及・啓発活動を行いつつ、地域ぐ
るみの防犯活動の促進を図っていく。

・情報提供の拡充、地域ぐるみの自主防犯
活動への支援、子どもの安全確保対策の充
実など様々な取組みを実施した。

市民一人ひとりへの防犯意識の普及・啓発活動
を行うとともに、継続的な地域ぐるみの防犯活
動の推進を支援していく。

・自主防犯活動団体等への協力、支援を行
いつつ、活動団体同士の交流、連携強化等
を図るとともに、情報提供や子どもの安全確
保対策の充実に取り組んだ。

市民の防犯意識の高揚、防犯活動に対する積
極的な参加、市はその環境整備や支援、市民
一体となった取組等を行うことにより、犯罪のな
い安全で安心したまちづくりを目指す。

防犯に関する取組強化の結果、市内の刑法
犯認知件数については毎年減少し、平成17
年（暦年）の1,867件から平成22年の1,049件
と5年間で43.8%減少した。

市民一人ひとりへの防犯意識の普及・啓発活動
を行うとともに、継続的かつ効果的な活動がで
きるよう、必要な情報の提供、活動への支援・協
力していく。

・市民の防犯意識の普及・啓発に努めるとと
もに、自主防犯活動団体への支援の充実及
び市民団体との協働事業による団体同士の
連携の強化を図った。

市民一人ひとりが防犯対策に取り組むよう、防犯意識の普
及・啓発に努め、情報提供の拡充及び支援の充実を図っ
ていく。また、各地域で自主防犯活動を実施する団体同士
が連携・協力して更なる活動ができるよう、取り組みを推進
する。

市民が防犯意識をもって防犯対策に取り組むよ
う、情報提供の充実及び啓発活動を行うととも
に、自主防犯活動団体への支援・協力及び団体
同士の連携強化の推進を図った。

市民一人ひとりが防犯意識を持ち、防犯対策に取り組むよ
う、情報提供の充実及び防犯講話・各種行事等を通じ、防
犯意識の普及・啓発を図っていく。また、自主防犯活動団
体の活動への支援・協力を引き続き実施していくとともに、
連携強化を目指した取り組みを推進していく。

市民の防犯意識の高揚と積極的な防犯対策への取組
のため、防犯教室・講話の開催の他、複数の媒体を活
用しての情報提供や注意喚起に努めた。また、自治・
町内会等との合同パトロールに参加する等連携強化
に努めた。

140団体自主防犯活動
団体の組織化

140団体

実績値(効果額等) H18～H22合計

166団体 196団体 215団体 259団体 296団体

80団体 １１０団体 １４０団体 １４０団体 １４０団体 

携帯メール等の活用

実施 

携帯メール等の活用
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．３５

アクション
プログラム

⑤地域ごとの土地利用ルールの充実

担当部名 まちづくり政策部 担当課名 まちづくり政策課
関連

他項目

目標値

制度の実効性を高めるため、まちづくり条例の改正を行うとともに、自主まちづくり計画の策定
について支援を行い、1年間に1地区の提案を目標とする。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

まちづくり条例の改正

自主まちづくり計画の策定支援

目標値(効果額等) H18～H22合計

計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するため条例の総体的な見直しを行う。

まちづくり条例については、緊急的な課題に
対応するため、平成18年12月の改正により、
開発事業等の手続において、早い段階で土
地利用の転換を把握するために、大規模土
地取引行為の届出制度を新設するとともに、
土地利用計画を早期に公開することにより計
画的な土地利用の誘導を図るため、大規模
開発事業の届出制度の範囲の拡大及び中
規模開発事業の届出制度を新設し、平成21
年3月の改正では、市民との協働のまちづく
りを推進するために、専門家を派遣できる制
度の対象を自主まちづくり計画だけではな
く、建築協定や地区計画など幅広く支援でき
る仕組みとした。
まちづくり条例等の総体的な見直しについて
は、関係各課との協議により課題の整理を行
い、まちづくり審議会の意見を聴きながら改
正骨子をまとめ、意見公募を行った。
また、地域ごとの土地利用ルールの充実に
ついては、平成18年度から平成22年度の5ヶ
年において、6団体に対し、延べ21回の専門
家の派遣を行い、自主まちづくり計画は、5地
区で提案されている。

計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するため条例の総体的な見直しを行う。

条例の見直しについて検討するとともに、緊
急的な課題について対応した。

計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するため条例の総体的な見直しを行う。

条例の見直しについて協議検討を進めるとと
もに、緊急的な課題について対応した。

計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するため条例の総体的な見直しを行う。

改正骨子をまとめ、市民等に公表するととも
に意見公募を行った。また、2地区において、
自主まちづくり計画の提案があった。

計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するため条例の総体的な見直しを行う。

条例の見直しに先駆け、緊急的な課題の対
応策の検討を行った。

実績値(効果額等) H18～H22合計

0

目  標 取   組
計画的な土地利用と市民参画によるまちづくり
を推進するための緊急的な課題に対応するた
め、鎌倉市まちづくり条例の見直しを行う。

まちづくり条例の緊急的な課題の解決策とし
て、条例の一部改正を行った。自主まちづく
り計画策定のため、2地域のまちづくり市民
団体と協議を行った。

自主まちづくり計画 6
1 2 0 2
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組み
結果

1

スケジュール 18年度 19年度 20年度

大船地区での指定

21年度 22年度

2
実績値(効果額等) H18～H22合計

1
地区プラン数 2

目標値(効果額等) H18～H22合計

・北鎌倉東地区で、基準・ガイドライン（作法集）を
確定し、平成21年8月10日に都市計画の住民提
案が提出された。

・北鎌倉東地区では基準・ガイドライン（作法集）を基
に景観地区の運用の充実を図る。

・北鎌倉東地区で策定した基準・ガイドライン（作
法集）を基に景観地区の運用を行った。

景観法に基づく景観計画を策定する。 計画どおり、景観計画の策定及び都市景観条例
の改正を実施した。
景観地区について対象範囲や基本的な方針をま
とめた。

目  標 取   組

地区プラン数 2

都市景観課
関連

他項目

景観地区の都市計画決定を実施する。 都市景観条例の改正、及び、鎌倉駅周辺地区と
北鎌倉駅周辺地区の２箇所で景観地区の都市計
画決定を行った。

・景観計画の策定。
・景観地区の指定。
・地区の詳細なルールづくりへの支援

・平成19年１月に景観法に基づく鎌倉市景観計画
を策定し、以後、この計画に従って良好な景観形
成の推進に取り組んだ。
・平成20年３月に、鎌倉地区として「鎌倉景観地
区」、大船地区として「北鎌倉景観地区」を都市計
画決定し、以後、この基準に従って良好な景観形
成の推進に取り組んだ。
・北鎌倉東地区では、地区レベルで良好な景観形
成に取り組む地元住民への支援を続けたところ、
基準・ガイドライン（作法集）がつくられ、平成21年
８月10日に本市初となる都市計画の住民提案に
至った。

北鎌倉東地区、御成町・扇ガ谷地区において、地区
の詳細なルールづくりを進める。

・北鎌倉東地区の詳細なルールづくりの検討を
行った。
・御成町・扇ガ谷地区では、景観地区景観形成協
議会の設立について検討を行った。

・北鎌倉東地区では、基準・ガイドライン（案）を確定
し、都市計画決定に向けて手続きを進める。

地区プラン策定

　No．３６
アクション
プログラム

⑥地域住民と協働でつくる景観づくりの地区プラン

担当部名 景観部 担当課名

目標値

地域の景観資源や景観構成要素を調査し、地域の景観形成の考え方を市が先導的に示し、その後、地域住民
へ提示し、協議を経て「地区（景観）プラン」として位置付け、景観誘導の根拠とする。
さらには、住民合意のもと景観計画、景観地区、地区計画に位置づけ、適正な規制誘導を行う。
19年度　鎌倉地区での指定　　22年度　大船地区での指定

景観地区指定
鎌倉地区での指定

景観計画策定
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

286台

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

213台

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

476台

目  標 取   組

100台
自転車の資源化 500台

実績値(効果額等) H18～H22合計

213台
自転車の資源化 1704台

目標値(効果額等) H18～H22合計

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

1704台

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

507台

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

222台

保管期間を経過して廃棄される自転車の資源
化。

286台

100台 100台 100台 100台

476台 507台 222台

現状を維持しながら対応強化

NPO、集客施設等との調整

目標値

①他市において実績のあるNPO団体及び商店会等が協働した駐輪場の整備を推進するととも
に、道路上への放置を防止し、安全な歩行者空間の確保を推進する。
②再利用を促進して廃棄自転車の減少を図り、廃棄処分に係る費用の削減を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３７

アクション
プログラム

⑦NPO団体との連携による駐輪場整備、自転車の資源化対策

担当部名 都市整備部 担当課名 交通政策課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

4,000千円

風致保存会やその他の市民団体へ協力を依頼
し、市内の史跡について、その環境保全活動を
市民協働事業として実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を依頼。また、中学校生徒によるボランティア
活動が行われた。作業当日、史跡の概要等
の説明を行った。

風致保存会やその他の市民団体へ協力を依頼
し、市内の史跡について、その環境保全活動を
市民と協働して実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を依頼。(財）風致保存会主催による中学生
のボランティア活動による草刈が行われた。

7,000千円
2団体

14回実施

8,500千円
2団体

17回実施

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー人
材センターに協力を依頼し、史跡地内の草刈を
実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を依頼。作業当日、史跡の概要等の説明を
行った。

史跡維持管理費の削
減額

4,300千円 4,000千円

実績値(効果額等) H18～H22合計 6,000千円
2団体

12回実施

5,500千円
2団体

11回実施

4,000千円史跡維持管理費の削
減額

20,300千円

6,000千円
2団体

12回実施

目  標 取   組

4,000千円

33,000千円

目標値(効果額等) H18～H22合計

風致保存会やその他の市民団体へ協力を依頼
し、市内の史跡について、その環境保全活動を
市民と協働して実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を実施。(財）風致保存会主催による中学・高
校の生徒によるボランティア活動による草刈
も行われた。

風致保存会やその他の市民団体へ協力を依頼
し、市内の史跡について、その環境保全活動を
市民と協働して実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を依頼。また、中学校生徒によるボランティア
活動が行われた。

風致保存会やその他の市民団体へ協力を依頼
し、市内の史跡について、その環境保全活動を
市民と協働して実施する。

（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉市シルバー
人材センターにボランティアによる草刈業務
を依頼。また、中学校生徒によるボランティア
活動が行われた。

市民、ＮＰＯ及び市民団体等との
協働についての検討

目標値
公有地化を拡大（既買収面積の50%増加）していく中で、（財）鎌倉風致保存会、（社）鎌倉
市シルバー人材センターのほかに市民や市民団体等の協力を得ながら、国指定史跡の維持管理
経費４,３００,０００円の抑制を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３８
アクション
プログラム

⑧史跡維持管理業務の市民、ＮＰＯ及び市民団体等の積極的な活用

担当部名 生涯学習部 担当課名 文化財課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

目  標 取   組
商店街元気ｕｐ事業の認定。
新規活性化事業の要綱制定。

・商店街元気up事業を認定。
・新規活性化事業として、商工業元気up事業
費補助金交付要綱を制定。

商工業元気up事業の周知を図り、それぞれの
部門において優れた事業プランを認定する。

・創業部門、ステップアップ部門で各1件の商
工業元気up事業を認定。
・認定した2件の事業プランが事業展開した。

2
認定事業数 13

実績値(効果額等) H18～H22合計 商店街元気up事業

１
2 2 2

商工業元気ｕｐ事業
2件

商店街空き店舗出店事業
1件

3 2

認定事業数

目標値(効果額等) H18～H22合計

1 3

・商店街元気ｕｐ事業の認定及び事業化の支
援。
・商工業元気up事業の認定及び事業化の支
援。
・商店街空き店舗出店事業の認定及び新規出
店の支援。

・商店街元気up事業の認定及び事業化の支
援を行った。（1件／平成18年度）
・商工業元気up事業の認定及び事業化の支
援を行った。（8件／平成19年度～平成22年
度）
・商店街空き店舗出店事業の認定及び新規
出店の支援を行った。（1件／平成22年度）

商工業元気up事業の周知を図り、それぞれの
部門において優れた事業プランを認定し、その
事業化を支援する。

・創業部門、ステップアップ部門で各1件の商
工業元気up事業を認定。
・認定した2件の事業プランが事業展開した。

・商工業元気up事業の周知を図り、創業部門及
びステップアップ部門の2部門において優れた
事業プランを認定し、その事業化を支援する。
・商店街空き店舗出店事業費補助制度により、
空き店舗への新規出店を実現する。

・創業部門、ステップアップ部門で各1件の商
工業元気up事業を認定。
・認定した2件の事業プランが事業展開した。
・七里ガ浜商店会において空き店舗出店者
の募集を開始した。

・商工業元気up事業の周知を図り、創業部門及
びステップアップ部門の2部門において優れた
事業プランを認定し、その事業化を支援する。
・商店街空き店舗出店事業費補助制度により、
空き店舗への新規出店を実現する。

・商工業元気up事業を公募し、創業及びス
テップアップ部門で各1件の事業を認定した。
・商工業元気up事業の認定事業の事業化を
支援した。
・鎌倉市商店街空き店舗出店事業選考委員
会を開催して事業を選考し、市長が事業認
定した。
・空き店舗出店事業による店舗が、9月に開
業した。

・商店街元気up事業の認定・実施

・新規活性化事業の推進
平成18年度に要綱を整備。
平成19年度から22年度にかけて、3
部門で毎年度１つずつの新規事業
の推進を図る。

目標値

本市の持つ特性や資源を活用するなどの新しい事業アイデアに対し、市が認定・支援する制度
（新規活性化事業）を創設する。支援対象は、個人・法人など新規事業意欲のある事業者、事
業者グループ、NPO団体、商店街団体等。
平成19年度から平成２２年度まで、創業部門、中小企業者部門、商店街部門ごとに毎年度１事
業を認定・支援することを目標値とする。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．３９

アクション
プログラム

⑨地域の特性を生かした商店街づくりの推進

担当部名 市民経済部 担当課名 産業振興課
関連

他項目

1事業認定 

要綱制定 

商店街の活性化推進 

認定・実施・活性化事業の推進 

にぎわい創出（商店街）
部門の廃止により、目標
値を3から2に変更 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

22年度

　No．４０
アクション
プログラム

⑩市民等との協働による世界遺産登録推進に向けた啓発事業等の実施

担当部名 世界遺産登録推進担当 担当課名 世界遺産登録推進担当
関連

他項目

設置

啓発事業

目標値
平成18年度中に（仮称）推進協議会を設置し、シンポジウムなどの啓発事業を実施する。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度

（仮称）推進協議会

①　４
②　３

①　４
②　３

目標値(効果額等) H18～H22合計 ①　２
②　１

①　４
②　３

市民等との協働により、鎌倉が世界遺産登録を目指
すことの意義や目的について広く理解を得るための
活動を実施する。

平成18年7月に、市民等と協働して「鎌倉世界遺
産登録推進協議会」を設立した。同協議会におい
て、「登録推進事業部会」、「広報部会」と各実行
委員会により、講座、講演会等のイベント事業、
武家の古都・鎌倉ニュース、マップの発行などに
より、世界遺産登録に向けた啓発活動を実施し
た。

継続的かつ積極的な周知活動を実施していく。併せ
て、鎌倉が世界遺産登録をめざす意義や目的を正し
く理解してもらうため、より適切な事業を展開する。

「登録推進事業部会」、「広報部会」及び各種事
業の実行委員会により、イベント事業や広報事業
等様々な啓発活動を展開した。

より広い世代（特に若年層）に対して継続的かつ積
極的な周知活動を進めていくとともに、市民等との意
見交換を行いながら、世界遺産登録の意義や目的
について正しい理解が得られるような事業を実施し
ていく。

「登録推進事業部会」、「広報部会」及び各種事
業の実行委員会により、イベント事業や広報事業
等、より広い世代（特に若年層）に向けて様々な
啓発活動を展開した。

鎌倉の世界遺産登録に関する市民等の理解を更に
深めていくために、市民等との意見交換を行う機会
を積極的に設け、より広い世代（特に若年層）への周
知活動も継続的に実施していく。

「登録推進事業部会」、「広報部会」及び各種事
業の実行委員会により、イベント事業や広報事業
等、より広い世代（特に若年層）に向けて様々な
啓発活動を展開した。

より充実した広報啓発活動を検討・実施し、鎌倉の
世界遺産登録に関して、さらなる市民意識の醸成を
図る。

「登録推進事業部会」及び「広報部会」の2部会に
より、具体的な事業推進を図るとともに、各種事
業ごとに「実行委員会」を設置し、コンクール、シ
ンポジウム、ワークショップ等を実施した。

①　４
②　３①会報の発行②その他啓発

活動(シンポジウム・講演会)
①18
②13

実績値(効果額等) H18～H22合計 ①　２
②　１

目  標 取   組
（仮称）推進協議会を設置し、シンポジウムなどの啓
発事業を実施する。

市民等との協働による啓発事業を推進するため
「鎌倉世界遺産登録推進協議会」を発足させ、会
報や地図の作成、講演会等を実施した。

実施回数

①　４
②　４

①　４
②　４

①　４
②　３

①　４
②　３
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

委託化推進プロジェクトにおいて、委託化推進重
点事業を中心に委託化を進めるための課題、手
法の検討を行った。

ごみ収集業務委託化について、環境部で実施の
決定をし、委託化の手法や委託化に伴う技能労
務職職員の配置についての検討を開始した。

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組
委託化推進重点事業の検討、決定。

新たな委託化推進事業の検討を行う。
・「事務事業における公的関与の点検指針」に基づ
く全事務事業の再点検。
・委託化を推進すること等により、第2次職員数適正
化計画の目標である、平成22年度4月1日までに職
員数150人以上の削減を目指す。

・「事務事業における公的関与の点検指針」に基
づき全事務事業の点検を行った。
・深沢、岡本、腰越の各保育園における給食調理
業務の民間委託実施。
・不燃ごみ、植木剪定材、ペットボトル、燃やすご
みの一部で民間委託を実施。
・7小学校における給食調理業務の民間委託実
施。

委託化実施に向けた環境整備を行う。 ごみ収集業務、公立小学校給食調理業務及び公
立保育園給食調理業務委託化について、平成21
年度人員配置を含め担当部と協議・調整を行っ
た。

新たな委託化推進事業の検討を行う。 ごみ収集業務における職員の退職不補充に伴う
委託化について、必要な予算調整の支援を行
なったほか、他業務における職員の退職不補充
による代替案を提示した。

新たな委託化推進事業の検討を行う。 新たな委託化推進事業について、内部事務の委
託化についての検討を行った。

委託化推進を図るため、具体的な取り組み方針を
定める。

目標値(効果額等) H18～H22合計

全事務事業の再点検

具体的な委託化取り組み方針の
決定

目標値

《民間委託の推進》・「事務事業における公的関与の点検指針」に基づく全事務事業の再点検。
　　　　　　　　　・委託化を推進すること等により、第2次職員数適正化計画の目標である、
　　　　　　　　　　平成22年度4月1日までに職員数150人以上の削減を目指す。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．４１

アクション
プログラム

①民間委託の推進

担当部名 経営企画部 担当課名 行革推進課
関連

他項目
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．４２
アクション
プログラム

②広報紙作成の民間委託

担当部名 経営企画部 担当課名 広報課
関連

他項目

目標値

広報紙製作に当たり、平成20年度から、専門的な知識、技術、経験を有する事業者に取材、編
集から校正までを委託し、より訴求力のある、洗練された広報紙作りを目指す。
外部委託することにより、職員及び非常勤嘱託職員を削減していく。委託範囲に応じて、削減
人数を拡大する。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　調査検討

　広報紙製作委託業者の選定、
編集、校正作業の委託

職員 1人
嘱託 3人

職員 0人
嘱託 2人

　委託の拡大（取材、編集、校正
作業）

目標値(効果額等) H18～H22合計

広報紙作成の民間委託化の実施 委託化に向け、委託内容、経費調査、広報
体制の見直し、市民意識調査等を行った。

委託化の実現に向けた課題の精査と解決に向
けた更なる検討

委託化に向けた課題の解決策の検討を行な
うとともに広報紙に関する意識調査を行なっ
た。

委託化における課題解決策の検討と実現に向
けた準備

効果等を踏まえ、委託化の必要性について
検討を行った。

委託化の実施についての見極め 委託化についての見極めを行い、職員によ
り、広報紙の充実を図って行くこととした。

委託化に向けた調査検討を行う。 委託化に向けた経費等の調査を行なうととも
に、課題の把握を行なった。

職員 0人
嘱託 1人減員人数 職員 1人

嘱託 6人

実績値(効果額等) H18～H22合計

目  標 取   組
委託計画について検討。 職員の減員数も含め、段階的な委託内容の

検討を行った。

調査・検討 0 0 0
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

21年度 22年度

　No．４３

アクション
プログラム

③公立保育園給食調理業務の民間委託

担当部名 こどもみらい部 担当課名 保育課
関連

他項目

腰越保育園、深沢保育園、岡本
保育園、材木座保育園又は稲瀬
川保育園

評　価

目標値

公立保育園８園のうち４園を平成２２年度までに民間委託する。
（１園については１７年度に実施した。）

スケジュール 18年度 19年度 20年度

　１園民間委託 　１園民間委託

目標達成
施設数

　１園民間委託

目標値(効果額等) H18～H22合計

1 1 1
3

公立保育園４園の調理業務民間委託を実施
し、目標を達成できた。
実施した園は、大船・深沢・岡本・腰越保育
園。

　平成19年度の検証を踏まえ、３園目の民間委
託を実施する。

　3園目の民間委託として20年12月から岡本
保育園で実施した。

今後の方向性としては、再任用職員を含めた配
置職員（給食調理員）の退職にあわせ実施園に
ついて検討していく。

22年4月1日から4園目として腰越保育園で民
間委託を実施するための準備を行った。

今後の方向性としては、再任用職員を含めた配
置職員（給食調理員）の退職にあわせ実施園に
ついて検討していく。

4月1日の保育課調理員減少にあわせて、４
園目の民間委託を腰越保育園で実施した。

H18～H22合計

　公立保育園８園のうち４園を平成２２年度まで
に民間委託する。（１園については１７年度に実
施した。）

公立保育園８園（１園は、平成２０年４月に民営
化）公立７園のうち４園の調理業務民間委託を
平成２２年度までに実施する。

　大船保育園給食調理委託業務評価委員会
において、３か月毎に定期的な評価を行っ
た。

　平成１８年度の検証を踏まえ､２園目の民間委
託を実施する。

　２園目の民間委託として19年12月から深沢
保育園で実施した。

1 1 1 目標達成

目  標 取   組

実績値(効果額等)
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

1,195千円予約及び結果送付等に
係る効果額

5,975千円

実績値(効果額等) H18～H22合計

1,195千円 1,195千円 1,195千円 1,195千円 1,195千円

検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

胃がん集団検診の予約業務、受診票発送、
検診当日の市内会場での受付業務、結果送
付について、検診機関に一括業務委託した。
特に予約受付時に、前年度の精密検査受診
者に対し、医療の管理下にある場合には、検
診結果が要精密検査になることがある旨を
伝えて、医療での経過観察等を進めた。
また、事務の効率化として、検診対象者デー
タ及び受診者の結果データの授受を、ＩＰ－Ｖ
ＰＮ回線を使って、よりすばやく高いセキュリ
ティで行った。
精密検査の追跡については、市外各医療機
関への支払い事務等があることから、市民健
康課内で対応している。

検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

予約から結果送付まで一括委託したことで、
事務改善をするとともに、前年度の精検対象
者などに対して注意を喚起し、検診本来の対
象者を絞り込むなどの充実を図る。

検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

予約から結果送付まで一括委託したことで、
事務改善をするとともに、前年度の精検対象
者などに対して注意を喚起し、検診本来の対
象者を絞り込むなどの充実を図る。

検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

予約から結果送付まで一括委託したことで、
事務改善をするとともに、前年度の精検対象
者などに対して注意を喚起し、検診本来の対
象者を絞り込むなどの充実を図る。
今年度からは、乳がん集団検診を実施する
ため、その事務も併せて委託する。

目  標 取   組
検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

検診受付予約から結果送付までを専門検診
機関に一括委託し、検診の精度向上と事務
改善に努める。

検診受付予約から結果送付までを専門検診機
関に一括委託し、検診の精度向上と事務改善に
努める。

予約から結果送付まで一括委託したことで、
事務改善をするとともに、前年度の精検対象
者などに対して注意を喚起し、検診本来の対
象者を絞り込むなどの充実を図る。

予約及び結果送付等に
係る効果額

目標値(効果額等) H18～H22合計

1,195千円 1,195千円 1,195千円 1,195千円

問診票発送・結果通知・フォロー

予約受付業務等委託化

目標値

● 胃がん集団検診事業のうち①予約受付業務    ② 問診票発送  ③ 結果通知  ④ 精密検査フォ
ローを検診機関に委託し、現在専任で胃がん集団検診事業の業務についている人員を、検診事業
全体の進行管理に活用する。この予約受付業務が検診機関に移行することにより、超過勤務時間
の減が可能となる。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．４４
アクション
プログラム

④胃がん集団検診事業一本化とフォローアップ

担当部名 健康福祉部 担当課名 市民健康課
関連

他項目
1成果を重視した行政経営
(4)市民本位のサービス提供体制の充実
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．４５

アクション
プログラム

⑤クリーンセンター焼却施設の運転管理業務の委託化

担当部名 環境部 担当課名
名越クリーンセンター
今泉クリーンセンター

関連
他項目

3健全な財政基盤を確立し変化に対応できる行政経営
(4)職員数の適正化

目標値

運転管理業務の委託化の推進することにより、第2次職員数適正化計画の実現を図る。
名越クリーンセンターにおいては減員後の人員数の目標を１０名程度とし、今泉クリーンセン
ターにおいては平成１８年度中に２名の減員を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

委託化の拡大による職員数の減
員（名越クリーンセンター）

委託化の拡大による職員数の減
員（今泉クリーンセンター）

目標の12人の減員の実施

0 0

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

12人 3人 0 0

両クリーンセンターの運転管理業務の委託化を
推進することにより、第２次職員数適正化計画
の実現をはかる。

運転管理業務の委託化を推進し、年度当初
から名越で１０名、今泉で２名の減員を行っ
た。

名越クリーンセンターの運転管理業務の委託化
を推進し、第２次職員適正化計画の実現を図
る。

名越クリーンセンターの運転管理業務の委
託化を推進し、年度当初から３名の減員を
行った。

0 0

0 0

0 0

0職員の減員人数
（両クリーンセンター合計） 15人

実績値(効果額等) H18～H22合計

12人 3人

委託化の拡大 

委託化の拡大 

プログラム終了 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

0 0

目  標 取   組

0 0

実績値(効果額等) H18～H22合計

目標達成

し尿の収集運搬業務及び手数料徴収業務等を
効率的に行うため、完全委託化する。

完全委託化を実施した。

目標値(効果額等) H18～H22合計

目標達成

0 0

0 0

0 0

し尿の収集運搬及び手数料の徴
収業務の委託化

目標値
・し尿の収集運搬業務、市施設の浄化槽清掃、汚泥汲み取り等の業務及び手数料の徴収業務の
すべてを18年度から委託化し、深沢クリーンセンター作業担当職員の減員を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．４６
アクション
プログラム

⑥し尿の収集運搬及び手数料の徴収業務の完全委託化

担当部名 環境部 担当課名
資源循環課、
深沢クリーンセンター

関連
他項目

18年度でアクションプログラム
の目標を達成しました。 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

0 0 0

0 0 0

長期継続契約による運転管理委託を早期に包
括的民間委託へ移行する。

長期継続契約の解約の可能性を調査し、包
括的民間委託への移行時期を探った。
実施は長期継続契約の終了する、平成22年
度をめどに準備を始めた。

0

長期継続契約による運転管理委託を早期に包
括的民間委託へ移行する。
(包括的民間委託導入年度以降職員の削減実
施）

平成１８年５月に包括的民間委託導入検討委員
会を立ち上げ、包括的民間委託の範囲、性能保
証内容、発注方式等を検討し、市の考え方をまと
め現委託業者に対し協議条件を準備した。

0

目  標 取   組

浄化センターの運転管理委託について早期に
包括的民間委託を導入する。

包括的民間委託導入検討委員会（平成18年
5月）を立ち上げ、平成22年度包括的民間委
託導入に向けて調査・検討を実施した。
平成21年4月の機構改革により、両浄化セン
ターが一元化され、市の体制（職員数）は改
革を先取りした状況となった。
調査・検討の結果、平成22年度は委託業務
の拡大を図り、包括的民間委託の導入は平
成27年を目途として調査・検討を継続するこ
ととなった。

包括的民間委託の委託内容、業者選定方法等
の内容を具体的に検討し、平成22年度からの
導入実現に向け準備を進める。

包括的民間委託の導入効果について調査
し、鎌倉市に適した委託方法を検討した。

包括的民間委託の導入に向けて、鎌倉市に適
した包括委託について委託範囲、業者選定方
法等を具体的に検討し、平成22年度の入札に
向け準備する。

包括的民間委託の導入（民間委託の拡大）
に向けて他市の現況調査及び「検討委員
会」を開催した。平成２２年度は民間委託の
拡大を実施し、包括的民間委託の導入につ
いては引き続き検討する。

平成27年度包括的民間委託導入にむけての調
査・検討を行う。当該業務については、委託範
囲の拡大による事務の効率化を図る。

平成27年度包括的民間委託導入に向けて
他市の状況等を調査した。
また、当該業務については委託範囲の拡大
による事務の効率化を図った。

目標値(効果額等) H18～H22合計

0
職員削減数

実績値(効果額等) H18～H22合計

0
0

       導入
包括的民間委託の導入

検討・準備

　

スケジュール 18年度 19年度

関連
他項目

20年度

担当部名 都市整備部

21年度 22年度

担当課名 浄化センター

　No．４７

アクション
プログラム

⑦山崎浄化センターの民間委託化の拡大

目標値

包括的民間委託導入に伴う職員数の削減。
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長期継続契約(平成２２年６月まで）

18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．４８
アクション
プログラム

⑧七里ガ浜浄化センターの民間委託化の拡大

担当部名 都市整備部 担当課名 浄化センター

スケジュール 18年度 19年度 21年度 22年度

関連
他項目

実 施

運転管理委託(長期継続契約)

目標値
・ 平成２２年７月から民間委託の拡大。
・ 平成２２年７月以降、業務量を勘案しながら、職員数について検討していく。

目標値(効果額等) H18～H22合計

20年度

民間委託の拡大
検 討

包括的民間委託の導入（民間委託の拡大）
に向けて他市の現況調査及び「検討委員
会」を開催した。平成２２年度は民間委託の
拡大を実施し、包括的民間委託の導入につ
いては引き続き検討する。

長期継続契約による運転管理委託を、早期に包括
的民間委託へ移行する。
（包括的民間委託導入以降、職員数の削減実施）

長期継続契約の解約の可能性を調査し、包
括的民間委託への移行時期を探った。
結果は長期継続契約の終了する平成22年
度をめどに準備を始めた。

0 0 0
職員数の削減 0

0 0

0

目  標 取   組

浄化センターの運転管理委託について早期に
包括的民間委託を導入する。

包括的民間委託導入検討委員会（平成18年
5月）を立ち上げ、平成22年度包括的民間委
託導入に向けて調査・検討を実施した。
平成21年4月の機構改革により、両浄化セン
ターが一元化され、市の体制（職員数）は改
革を先取りした状況となった。
調査・検討の結果、平成22年度は委託業務
の拡大を図り、包括的民間委託の導入は平
成27年を目途として調査・検討を継続するこ
ととなった。

包括的民間委託の委託内容、業者選定方法等
の内容を具体的に検討し、平成22年度からの
導入実現に向け準備を進める。

包括的民間委託の導入効果について調査
し、鎌倉市に適した委託方法を検討した。

包括的民間委託の導入に向けて、鎌倉市に適
した包括委託について委託範囲、業者選定方
法等を具体的に検討し、平成22年度の入札に
向け準備する。

平成27年度包括的民間委託導入にむけての調
査・検討を行う。当該業務については、委託範
囲の拡大による事務の効率化を図る。

平成27年度包括的民間委託導入に向けて
他市の状況等を調査した。
また、当該業務については委託範囲の拡大
による事務の効率化を図った。

0 0

長期継続契約による運転管理委託を、早期に包括
的民間委託へ移行する。
（包括的民間委託導入以降、職員数の削減実施）

0

平成18年5月に包括的民間委託導入検討委員会を立
上げ、包括的民間委託の範囲、性能保証内容、発注方
式等を検討し、市の考え方をまとめ、現委託業者に対し
協議条件を準備した。

実績値(効果額等) H18～H22合計

0
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　No．４９

アクション
プログラム

⑨鎌倉国宝館窓口業務の民間への委託化

担当部名 生涯学習部 担当課名 鎌倉国宝館
関連

他項目

目標値

１７年度、職員１名が定年退職を迎えるが補充せず、現行の実施方法を取りやめ、窓口業務を
全面的に民間へ委託する。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

委託の実施

鎌倉国宝館の窓口業務を民間に委託する。 平成18年度に窓口業務を民間に委託したの
に続き、平成19年度には窓口・設備管理・清
掃の各業務を総合管理業務として統合し、入
札等を実施して民間に委託した。

平成１９年度までの取り組みで完全に実施さ
れ、平成２２年６月末までの長期継続契約を締
結しているため、目標は設定しない。

実施済み

委託化は既に実施されているため、目標は設定
しない。

実施済み

4,203千円

5,603千円

目標値(効果額等) H18～H22合計

4,203千円

4,608千円

目  標

4,203千円委託による人件費の
削減額(単位　千円) 21,015千円

実績値(効果額等) H18～H22合計

4,296千円

4,203千円

取   組

4,203千円

鎌倉国宝館の窓口業務を民間に委託する。 鎌倉国宝館の窓口業務を民間に委託した。

7,223千円

委託化は既に実施されているため、目標は設定
しない。

引き続き鎌倉国宝館の窓口・設備管理・清掃
の各業務を総合管理業務として民間に委託
した。

鎌倉国宝館の窓口業務を設備管理業務、清掃
業務等と統合し、入札の上、総合管理業務とし
て民間に委託する。

鎌倉国宝館の窓口業務を設備管理業務、清
掃業務等と統合し、入札の上、総合管理業
務として民間に委託した。

委託による人件費の
削減額(単位　千円)

5,539千円

取り組み終了 
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18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

5年間の取組
み結果

　 　

1,347千円 1,400千円

2,206千円 2,206千円

　

2,206千円 2,056千円

・受益者負担制度の充実
・アウトソーシングの検討

18年度：19年度から舞台行事のリハーサル
についての会場使用料を参加団体負担とし
た。
委託化について芸術文化財団とサントリー
PSと協議したが、条件が折り合わなかった。
19年度：委託化について、上記2団体と協議
し課題を整理し今後の在り方を検討した。
20年度：全体の運営方法等についてアウト
ソーシングを含め検討した。
21年度；経費負担など実施方法について、企
画運営委員会で検討、確認をした。
22年度：平成23年度市民文化祭の実務部分
について委託化することとした。・舞台行事の
参加費については、施設によって参加料の
算定が複雑になることから、別の受益者負担
の方法を検討することとした。。

・受益者負担の制度の充実
・事業の手法及びアウトソーシングの検討

　市民文化祭の開催にあたり、展示事業や
舞台行事の実施方法、また、全体の運営方
法等についてアウトソーシングを含め検討し
た。舞台行事のリハーサルに関する会場使
用料は、参加団体の負担とした。

・会場使用料の一部負担の継続 　市民文化祭の開催にあたり、展示事業や
舞台行事における経費負担など実施方法に
ついて、本年度も企画運営委員会の定例会
において検討、確認した。
 また、舞台行事のリハーサルに要する会場
使用料については、昨年度に引き続き参加
団体の負担として継続実施した。

・会場使用料の一部負担の継続

1,400千円

　

平成23年度市民文化祭の実務部分について
委託化することとした。平成24年度市民文化
祭（平成２３年度申込み分）の舞台行事につ
いても参加団体が参加料を支払うこととし、さ
らに参加団体数の上限を定めることとした。

・受益者負担制度の導入。
・アウトソーシングの協議。

･受益者負担については１８年度に募集する１９
年度の応募要項に導入済みであるが、アウト
ソーシングの協議が整わず、今後の検討となっ
た。

・受益者負担制度の確立、拡張。
・アウトソーシングの検討。

本年度の計画に基づき、鎌倉市民文化祭舞
台行事のリハーサルに関する会場使用は参
加団体の負担とした。アウトソーシングは最
適な手法について引き続き協議を重ねた。

1,400千円

目  標 取   組

目標値(効果額等) H18～H22合計

・受益者負担について
(千円)

実績値(効果額等)

１名減体制

5,547千円

H18～H22合計

0

　

委託実施

鎌倉市民文化祭のあり方の検討

目標値

●市民文化祭の開催期間や、参加資格などについての再検討と、平成１８年４月からの、指定管
理者制度に基づく運用が開始することを契機に受益者負担の観点から、舞台行事参加団体から参
加者負担金を徴収する制度の導入の可能性を検討する。
●上記両事業について、「市民の芸術文化活動の育成及び支援する」事業を行うとしている鎌倉
市芸術文化振興財団等へ委託化していくことで文化推進課の職員の減員を図る。

スケジュール 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

　No．５０
アクション
プログラム

⑩文化事業の見直し（受益者負担とアウトソーシング）

担当部名 生涯学習推進担当 担当課名 文化推進課
関連

他項目
3健全な財政基盤を確立し変化に対応できる行政経営
(2)行政コストの縮小化

職員数1名削減 

業者との調整 実施 
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